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医療計画等について

第 2 5 回 医 療 計 画 の 見 直 し
等 に 関 す る 検 討 会

令 和 ２ 年 1 2 月 1 4 日
参考資料２



１ 医療計画の見直し等に関する検討会（12/３）の議論
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第24回医療計画の見直し等に関する検討会(12/３)における主なご意見について

○ 2024年度からの第８次医療計画に盛り込むこととなるが、新たな記載事項であることを踏まえ、新型コロナウイルス感染症対応で得ら
れた知見や課題を抽出し、現段階から準備を進める必要がある旨を追記してはどうか。

○ 例えば、感染拡大時における受診の仕方の変化など、国民が理解しておく必要がある内容を盛り込む必要がある旨、どこかに触れてい
ただくと、住民への視点ということも入るのではないか。

○ 今、問題になっているのは、やはり国民への情報がいろいろ錯綜していて非常に風評被害に遭っているというのが大きいと思う。その
ため、国民へどのように情報を伝達していくかはある程度考えておいたほうがいいのではないか。

○ 医療計画については、例えば自衛隊の派遣など、最悪の事態まで想定して作成する必要。計画に盛り込まれるかどうか、都道府県に
よって対応が変わるおそれもある。

○ 高齢者の施設等におけるクラスターに対しては、災害医療とのオーバーラップでDMATの派遣など、具体的な取組も必要。感染拡大時
には、災害医療の体制と相互に協力できるような形のものが書き込めるとよいのではないか。

○ 第８次医療計画に向けて、各疾病・事業に反映させる内容と、今回新たに追加する「事業」の中に記載する内容をちゃんと分けて議論
をしていく必要がある。

○ 今般の対応では、都道府県に対し、人工透析の患者、妊産婦、精神障害を持っている方等の病床確保に向けて協議するように言われて
いるが、現場では進んでいない。精神障害を持っている方の感染症の専門機関への転院も進んでいない。精神科救急の外来に疑い患者が
来たときに非常に困っている。平時からの取組の中で十分に留意して検討していただきたい。

○ 入院する場所の確保について、地域医療構想を踏まえたダウンサイジングにより空いたスペースを、例えば、新興感染症対応に向けた
予備病床として使えるようにしておくようなことはできないか。

○ 感染症専門医だけでは対応しきれない。専門医以外の医師、例えば、病院総合医とか総合診療医も含めたサポート体制を作っておく必
要があるのではないか。公立病院と保健所で平時から人事交流を行うなど有事に対応できるシステムを作ることも考えられる。

○ 重症患者を診られるようにするための施設整備に一番お金も手間もかかる。ぜひ検討いただきたい。

○ 感染拡大時を想定した専門人材の育成等とあるが、育成から配置まで全て県で対応するのは難しい。医療計画の中でこのぐらい人数が
必要ということを作った上で、国が支援することが必要。何か表現ぶりを考えていただきたい。

○ 感染拡大時の外来におけるかかりつけ医の役割と連携について検討しておく必要があるのではないか。

○ 圏域設定について、二次医療圏だけでは対応できないだろう。三次医療圏として対応することが基本ではないか。

○ 今回、コロナの感染拡大の中、辛うじて日本が医療崩壊しなかった理由は、コロナを受けた病院と受けなかった病院が役割分担して、
地域医療を守っているからである。こうした点に配慮するようお願いしたい。

○ この文書を踏まえて厚生労働省として必要な措置を検討されたいといったような文言が必要なのではないか。

医療計画の見直し等に関する検討会
事務局とりまとめ案（未定稿）



２ 地域医療構想に関するWG（12/９）の議論
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第30回地域医療構想に関するワーキンググループ(12/９)における主なご意見について

○ 今後、具体的対応方針をどうやって詰めていって、各地の調整会議で検討するかが大事。その際、人材にしても、施設にしても、どの
程度の感染症対応をするかという観点が重要。

○ 財政支援が出ることによって、新たな病院づくりに走らないようにすべき。あくまでも地域に必要なダウンサイジングをして、ダウン
サイズにより空いたスペースを、感染患者の即応病床や宿泊施設に変えていくといったことも含めて考えていただきたい。

○ 計画策定に着手する前年度の2022年度中ぐらいをめどには、再検証対象医療機関はもとより、それ以外の民間病院を含めた医療機関に
おいても対応方針の策定が一定程度完了しておくことが望ましい。

○ 工程について再検討を行う具体的な時期が明記されていない。もう少し明確に記載してもよいのではないか。次回の骨太の方針までの
間に工程を出すとか、そういったことをするのであれば自然な流れだし、それほど厳しい内容ではないと思う。

○ 感染拡大と同時に各医療機関の持つ機能が大きく変化している。工程を明示することはよいが、それに縛られることのないよう対応し
ていただきたい。

○ 地域はその実情に応じて進めるところは進めるし、もう少し待ったほうがいいところは待つという感じで進めていくというやり方のた
めにも、大枠のスケジュール的なものを春ぐらいまでには示していただければいいのではないか。

○ 今後の工程について、地域医療構想調整会議を構成する保健医療関係者、事務局機能を担っている自治体は、コロナ対応に集中しなく
てはならないので、配慮をお願いしたい。感染状況は地域によってかなり違いがある、ぜひ各地域、各都道府県と丁寧に協議をしていた
だいて、今後の工程について進めていただきたい。

○ 「重点支援区域」に関しては、どのようなことが計画されているか情報提供していただいて、本当にそれが機能分化として価値のある
再編統合がなされているかどうか検証するような場にしていただきたい。

○ 100万人以上の構成区域は、これからまだまだ患者が増える地域であり、今までの「類似かつ近接」の基準で分析するのは難しい。今
コロナで病床が逼迫している今の状況で議論を進めるのはものすごく難しく、優先順位としては低いのではないか。

○ 大都市における高齢者の増加問題について、きちんと議論する必要。

〇 新興感染症の感染拡大時における人材確保の考え方は、早くから準備して、フローチャートみたいなものを作っておかないと実際は動
かない。

〇 コロナ受入れ病院に、回復期から療養まで任せてしまうと、非常に大変な状況になる。回復期は回復期の機能をしっかり受け止める。
地域でそういうことが行われているかということも含めて検討が必要。地域住民に説明していくことも非常に重要。

地域医療構想に関するワーキンググループ
事務局とりまとめ案（未定稿）



３ 医療計画について
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○ 外来医療に係る医療提供体制の確保に関する事項

○ 都道府県が、国の定める基本方針に即し、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療提供体制の確保を図るために策定するもの。

○ 医療資源の地域的偏在の是正と医療施設の連携を推進するため、昭和60年の医療法改正により導入され、都道府県の二次医療圏ごとの病床数
の設定、病院の整備目標、医療従事者の確保等を記載。平成18年の医療法改正により、疾病・事業ごとの医療連携体制について記載されることと
なり、平成26年の医療法改正により「地域医療構想」が記載されることとなった。その後、平成30年の医療法改正により、「医師確保計画」及び「外
来医療計画」が位置付けられることとなった。

医療計画について

・ 2025年の、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４機能ごとの医
療需要と将来の病床数の必要量、在宅医療等の医療需要を推計。

○ 地域医療構想

記載事項（主なもの）

※ ５疾病･･･５つの疾病（がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管
疾患、糖尿病、精神疾患）。

５事業･･･５つの事業（救急医療、災害時における医療、
へき地の医療、周産期医療、小児医療（小児救急
医療を含む。））。

○ ５疾病・５事業（※）及び在宅医療に関する事項

・ 疾病又は事業ごとの医療資源・医療連携等に関する現状を把握し、
課題の抽出、数値目標の設定、医療連携体制の構築のための具体
的な施策等の策定を行い、その進捗状況等を評価し、見直しを行う
（PDCAサイクルの推進）。

○ 医師の確保に関する事項

・ 三次・二次医療圏ごとに医師確保の方針、目標医師数、具体的な
施策等を定めた「医師確保計画」の策定（３年ごとに計画を見直し）

・ 産科、小児科については、政策医療の観点からも必要性が高く、診
療科と診療行為の対応も明らかにしやすいことから、個別に策定

○ 医療圏の設定、基準病床数の算定

・ 国の指針において、一定の人口規模及び一定の患者流入/流出割
合に基づく、二次医療圏の設定の考え方を明示し、見直しを促進。

・ 病院の病床及び診療所の病床の整備を図るべき地域的単位と
して区分。

計画期間

○ ６年間 （現行の第７次医療計画の期間は2018年度～2023年度。中間年で必要な見直しを実施。）

５２医療圏（令和２年４月現在）

※都道府県ごとに１つ（北海道のみ６
医療圏）

【医療圏設定の考え方】
特殊な医療を提供する単位として設

定。 ただし、都道府県の区域が著しく
広いことその他特別な事情があるとき
は、当該都道府県の区域内に二以上
の区域を設定し、また、都道府県の境
界周辺の地域における医療の需給の
実情に応じ、二以上の都道府県にわた
る区域を設定することができる。

三次医療圏

【医療圏設定の考え方】
一般の入院に係る医療を提供することが相

当である単位として設定。その際、以下の社会
的条件を考慮。

・地理的条件等の自然的条件
・日常生活の需要の充足状況
・交通事情 等

３３５医療圏（令和２年４月現在）

二次医療圏

・ 外来医療機能に関する情報の可視化、協議の場の設置、医療機器
の共同利用等を定めた「外来医療計画」の策定7



基準病床数について（病床の種別ごとの算定方法）

病床種別 基準病床数の算定方法

一般病床
・

療養病床
二次医療圏ごとに、医療法施行規則に定める全国一律の算定式により算定。

精神病床 都道府県の区域ごとに、医療法施行規則に定める全国一律の算定式により算定。

感染症病床
都道府県の区域ごとに、感染症法の規定により指定を受けている感染症指定医療機関（※）が有する感
染症病床の合算値を基準として算定。

結核病床
都道府県の区域ごとに、結核の予防及び結核患者に対する適正な医療の提供を図るため必要な数を算
定。（具体的な算定方法は「医療計画における結核病床の基準病床数の算定について」（平成17年７月19
日健感発第0719001号厚生労働省健康局結核感染症課長通知）で規定。）

○ 都道府県は医療法第30条の４第２項第17号の規定に基づき、医療計画において、一般病床及び療養病床、精神病床、
感染症病床、結核病床ごとに基準病床数を定めている。

※ 感染症法に規定する「特定感染症指定医療機関」、「第一種感染症指定医療機関」、「第二種感染症指定医療機関」に該当する医療機関。
感染症法第９条に基づき厚生労働大臣が定める「感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針」等において、感染症指定医療
機関の指定基準や施設基準が定められている。

●特定感染症指定医療機関
新感染症の所見がある者又は一類感染症、二類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者の入院を担当させる医療機関として厚生労働大臣が指定

する病院。全国に数カ所指定。

●第一種感染症指定医療機関
一類感染症、二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の患者の入院を担当させる医療機関として都道府県知事が指定する病院。
原則、都道府県に１箇所指定。

●第二種感染症指定医療機関
二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の患者の入院を担当させる医療機関として都道府県知事が指定する病院。
原則、二次医療圏に１箇所指定。 8

第21回
医療計画の見直し等に関する検討会

（令和２年10月１日）
資料



・広範かつ継続的な医療の提供が必要と認められる疾病 （医療法第30条の４第２項第４号）

・医療の確保に必要な事業（「救急医療等確保事業」（医療法第30条の４第２項第５号）

５疾病の考え方

５事業 [救急医療等確保事業] の考え方

医療計画における記載する疾病及び事業の考え方

※ なお、このような考え方から、それぞれの疾病及び事業について、医療計画作成指針では次のことを
記載することとしている。

①患者動向、医療の現状把握 ②必要となる医療機能 ③数値目標の設定、必要な施策
④各医療機能を担う医療機関等の名称 等 （平成29年３月31日付け 医政発0331第57号）

具体的な考え方
・ 患者数が多く国民に広く関わるもの
・ 死亡者数が多いなど政策的に重点が置かれるもの
・ 症状の経過に基づくきめ細やかな対応が必要なもの
・ 医療機関の機能に応じた対応や連携が必要なもの

具体的な考え方
・ 医療を取り巻く情勢から政策的に推進すべき医療
・ 医療体制の構築が、患者や住民を安心して医療を受けられるようになるもの

第 ２ 回 医 療 計 画 の 見 直 し
等 に 関 す る 検 討 会
平 成 ２ ８ 年 ６ 月 1 5 日

資料２
(一部改)
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参考（医療計画）
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５疾病・５事業及び在宅医療が医療計画に位置付けられるまでの経緯

第５次医療計画（平成20年～）

第６次医療計画（平成25年～）

11

・ ４疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）・５事業を位置づけ
・ 上記の医療提供体制を推進するためのＰＤＣＡサイクルを導入
・ 現状把握のための指標や数値目標を例示

―指標例：がん検診受診率、喫煙率、緩和ケア実施状況 等
―数値目標例：基本方針第７に掲げる諸計画（がん対策推進計画等）に定めら

れる目標を勘案

・ 精神疾患及び在宅医療を追加し、５疾病５事業及び在宅医療を位置づけ
・ 上記に伴い、指標を追加

・ 医療計画の実効性を高めるため、また都道府県間の指標設定のばらつきを改善
するため、
―必須・推奨指標の提示
―ＰＤＣＡサイクルの具体的手順へ「課題抽出」「施策」等を指針に追加

第７次医療計画（平成30年～現在）

・ 引き続き、５疾病５事業及び在宅医療を位置づけ
（「急性心筋梗塞」は「心筋梗塞等の心血管疾患」に名称変更）

・ 都道府県ごと、二次医療圏ごとの医療提供体制を客観的に比較するため、
共通の指標による現状把握が実施できるよう、指標を見直し。

第21回医療計画の見直し等に関する検討会
（令和２年10月１日） 資料
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都道府県別の病床の種別毎の病床数（令和２年６月時点）

出典：厚生労働省「病院報告（令和２年６月分概数）」

総数 精神病床 感染症病床 結核病床 療養病床 一般病床

全国 1,513,605 325,140 1,888 4,182 294,330 888,065

北海道 92,353 19,625 94 189 20,152 52,293

青森県 16,985 4,338 29 33 2,606 9,979

岩手県 16,486 4,167 38 91 2,244 9,946

宮城県 24,965 6,139 29 40 3,387 15,370

秋田県 14,387 3,907 32 44 1,902 8,502

山形県 14,218 3,500 18 30 2,068 8,602

福島県 24,378 6,261 32 67 3,063 14,955

茨城県 30,883 7,243 48 80 5,587 17,925

栃木県 20,786 4,819 31 30 4,094 11,812

群馬県 23,636 4,993 52 65 4,077 14,449

埼玉県 62,852 13,769 73 130 11,265 37,615

千葉県 59,588 12,341 60 96 10,556 36,535

東京都 126,078 21,643 145 495 22,628 81,167

神奈川県 73,923 13,705 74 166 13,235 46,743

新潟県 26,786 6,242 36 30 3,780 16,698

富山県 15,570 3,094 23 57 4,124 8,272

石川県 16,847 3,691 20 82 3,320 9,734

福井県 10,435 2,179 16 43 1,783 6,414

山梨県 10,684 2,273 28 22 2,036 6,325

長野県 23,239 4,630 46 45 3,461 15,057

岐阜県 19,883 3,863 30 101 3,061 12,828

静岡県 36,897 6,560 48 108 9,175 21,006

愛知県 66,717 12,395 72 155 13,900 40,195

三重県 19,570 4,630 24 30 3,887 10,999

総数 精神病床 感染症病床 結核病床 療養病床 一般病床
滋賀県 13,944 2,280 34 63 2,516 9,051

京都府 33,219 5,928 36 183 4,417 22,655

大阪府 104,884 18,242 78 292 20,689 65,583

兵庫県 64,212 11,584 54 150 13,091 39,333

奈良県 16,084 2,887 24 30 2,763 10,380

和歌山県 13,020 2,048 32 15 2,297 8,628

鳥取県 8,421 1,790 12 16 1,814 4,789

島根県 10,036 2,259 30 16 1,837 5,894

岡山県 27,530 5,272 26 135 4,220 17,877

広島県 38,072 8,695 30 109 8,415 20,823

山口県 25,396 5,869 40 60 8,206 11,221

徳島県 13,877 3,575 23 37 3,943 6,299

香川県 14,222 3,279 24 32 2,224 8,663

愛媛県 20,845 4,431 24 36 4,514 11,840

高知県 16,126 3,563 11 75 4,784 7,693

福岡県 83,269 20,918 66 222 18,498 43,565

佐賀県 14,481 4,173 24 30 3,951 6,303

長崎県 25,813 7,806 38 92 5,991 11,886

熊本県 32,859 8,743 44 101 7,702 16,269

大分県 19,699 5,238 40 50 2,446 11,925

宮崎県 18,657 5,839 31 71 3,563 9,153

鹿児島県 32,158 9,362 45 91 7,269 15,391

沖縄県 18,635 5,352 24 47 3,789 9,423
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感染症病床
特定感染症

指定医療機関
第一種感染症
指定医療機関

第二種感染症
指定医療機関

全国 10 103 1,758
北海道 ー 2 92
青森県 ー 1 28
岩手県 ー 2 36
宮城県 ー 2 27
秋田県 ー 2 30
山形県 ー 2 16
福島県 ー 2 34
茨城県 ー 2 46
栃木県 ー 1 30
群馬県 ー 2 50
埼玉県 ー 4 66
千葉県 2 1 55
東京都 4 8 106

神奈川県 ー 2 72
新潟県 ー 2 34
富山県 ー 2 20
石川県 ー 2 18
福井県 ー 2 18
山梨県 ー 2 28
長野県 ー 2 44
岐阜県 ー 2 28
静岡県 ー 2 46
愛知県 2 2 68
三重県 ー 2 22

感染症病床
特定感染症

指定医療機関
第一種感染症
指定医療機関

第二種感染症
指定医療機関

滋賀県 ー 2 32
京都府 ー 2 36
大阪府 2 4 72
兵庫県 ー 4 46
奈良県 ー 2 22

和歌山県 ー 2 30
鳥取県 ー 2 10
島根県 ー 2 28
岡山県 ー 2 24
広島県 ー 2 28
山口県 ー 2 38
徳島県 ー 2 21
香川県 ー 2 22
愛媛県 ー 2 26
高知県 ー 2 9
福岡県 ー 2 64
佐賀県 ー 2 22
長崎県 ー 2 36
熊本県 ー 2 46
大分県 ー 2 38
宮崎県 ー 1 30

鹿児島県 ー 1 44
沖縄県 ー 4 20

都道府県別の感染症指定医療機関毎の感染症病床数（平成31年４月１日時点）

出典：厚生労働省HP「感染症指定医療機関の指定状況（平成31年４月１日現在）」



４ 地域医療構想について
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道
府
県

○ 「地域医療構想」は、２０２５年に向け、病床の機能分化・連携を進めるために、医療機能ごとに２０２５年の
医療需要と病床の必要量を推計し、定めるもの。

○ 都道府県が「地域医療構想」の策定を開始するに当たり、厚生労働省で推計方法を含む「ガイドライン」を作
成。平成２７年３月に発出。

○ 「医療介護総合確保推進法」により、平成２７年４月より、都道府県が「地域医療構想」を策定。平成２８年度
中に全都道府県で策定済み。
※ 「地域医療構想」は、二次医療圏単位での策定が原則。

医療機能の報告等を活用し、「地域医療構想」を策定し、
更なる機能分化を推進

（「地域医療構想」の内容）

１．２０２５年の医療需要と病床の必要量
・高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能ごとに医療

需要と病床の必要量を推計
・在宅医療等の医療需要を推計
・都道府県内の構想区域（二次医療圏が基本）単位で推計

２．目指すべき医療提供体制を実現するための施策
例） 医療機能の分化・連携を進めるための施設設備、

在宅医療等の充実、医療従事者の確保・養成等

地域医療構想について

（機能が
見えに
くい）

医
療
機
関

（B病棟）
急性期機能

（D病棟）
慢性期機能

（C病棟）
回復期機能

（A病棟）
高度急性期機能

○ 機能分化・連携については、

「地域医療構想調整会議」で議論・調整。

医療機能の現状と今後の
方向を報告（毎年１０月）

病床機能報告

回復期機能の
患者

高度急性期機能
の患者

慢性期機能の患者

急性期機能の患者医療機能
を自主的
に選択

地域医療構想について
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○ 地域医療構想は、都道府県が構想区域（原則、二次医療圏）単位で策定。
よって、将来の医療需要や病床の必要量についても、国が示す方法に基づき、都道府県が推計。

○ 医療機能（高度急性期機能・急性期機能・回復期機能・慢性期機能）ごとに、医療需要（１日
当たりの入院患者延べ数）を算出し、それを病床稼働率で割り戻して、病床の必要量を推計。

○ 推計に当たり、できる限り、患者の状態や診療の実態を勘案できるよう、NDB（ナショナルデータ
ベース）のレセプトデータやDPCデータを分析する。

○ 具体的には、患者に対して行われた診療行為を、診療報酬の出来高点数で換算した値（医
療資源投入量）の多寡を見ていく。

○ その他、推計に当たっては、入院受療率等の地域差や患者の流出入を考慮の対象とする。

２０２５年の医療需要及び各医療機能の必要量の推計の基本的考え方

医療機能 ２０２５年の医療需要

高度急性期機能 ○○○○人／日

急性期機能 □□□□人／日

回復期機能 △△△△人／日

慢性期機能 ▽▽▽▽人／日

２０２５年の病床数の必要量

●●●●床

■■■■床

▲▲▲▲床

▼▼▼▼床

病床稼働率で割り戻
して、病床数に変換

都道府県
が構想区
域ごとに

推計
・高度急性期75% ・急性期78%
・回復期90% ・慢性期92%
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新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえた今後の地域医療構想の進め方について

○ 「経済財政運営と改革の基本方針2020」（令和２年７月17日閣議決定）を踏まえ、「具体的対応
方針の再検証等の期限について」（令和２年８月31日付け医政発0831第３号厚生労働省医政局長
通知）を発出。

公立・公的医療機関等の
具体的対応方針の再検証等について

（令和２年１月17日付け通知）

当面、都道府県においては、「経済財政
運営と改革の基本方針2019」における
一連の記載（※）を基本として、地域医療
構想調整会議での議論を進めていただく
ようお願いする。

※経済財政運営と改革の基本方針2019の記載

○医療機関の再編統合を伴う場合
→ 遅くとも2020年秋頃

○それ以外の場合
→ 2019年度中

経済財政運営と改革の基本方針2020

（令和２年７月17日閣議決定）

感染症への対応の視点も含めて、質が高く効率的で
持続可能な医療提供体制の整備を進めるため、可能
な限り早期に工程の具体化を図る。

具体的対応方針の再検証等の期限について

（令和２年８月31日付け通知）

再検証等の期限を含め、地域医療構想に関する取組
の進め方について、「経済財政運営と改革の基本方
針2020」、社会保障審議会医療部会における議論の
状況や地方自治体の意見等を踏まえ、厚生労働省に
おいて改めて整理の上、お示しすることとする。
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● 「重点支援区域」における事例としての対象は、
「複数医療機関の医療機能再編等事例」とし、以下①②の事例も対象と
なり得る。

① 再検証対象医療機関（※）が対象となっていない再編統合事例
② 複数区域にまたがる再編統合事例

重点支援区域について
背景１

選定対象・募集時期3

支援内容4

● 「重点支援区域」は、都道府県からの申請を踏まえ、厚生労働省において選定する。なお、選定は複数回行うこととする。

● 都道府県は、当該区域の地域医療構想調整会議において、重点支援区域申請を行う旨合意を得た上で、「重点支援区域」に申請を行うものとする。

以下の事例を有する区域については、医療機能再編等を進める上で論点が
多岐に渡ることが想定されるため、優先して「重点支援区域」に選定する。

なお、再検証対象医療機関が含まれる医療機能再編等事例かどうかは、
選定の優先順位に影響しない。

①複数設置主体による医療機能再編等を検討する事例
②できる限り多数（少なくとも関係病院の総病床数10％以上）の病床数を

削減する統廃合を検討する事例
③異なる大学病院等から医師派遣を受けている医療機関の医療機能再編等

を検討する事例
④人口規模や関係者の多さ等から、より困難が予想される事例

選定区域5

【優先して選定する事例】

重点支援区域に対する国による技術的・財政的支援は以下を予定。

【技術的支援】（※）
・地域の医療提供体制や、医療機能再編等を検討する医療機関に

関するデータ分析
・関係者との意見調整の場の開催 等

【財政的支援】
・地域医療介護総合確保基金の令和２年度配分における優先配分
・新たな病床機能の再編支援を一層手厚く実施

※ 厚生労働省が分析した急性期機能等について、「診療実績が特に少ない」（診療実
績がない場合も含む。）が９領域全てとなっている、又は「類似かつ近接」（診療実
績がない場合も含む。）が６領域（人口100万人以上の構想区域を除く。）全てと
なっている公立・公的医療機関等

経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年6月21日閣議決定）において、地域医療構想の実現に向け、全ての公立・公的医療機関等に係る具体的対応方針
について診療実績データの分析を行い、具体的対応方針の内容が民間医療機関では担えない機能に重点化され、2025年において達成すべき医療機能の再編、病床
数等の適正化に沿ったものとなるよう、重点支援区域の設定を通じて国による助言や集中的な支援を行うこととされた。

基本的な考え方2

● 重点支援区域の申請または選定自体が、医療機能再編等の方向性を決めるものではない上、重点支援区域に選定された後も医療機能再編等の結論について
は、あくまでも地域医療構想調整会議の自主的な議論によるものであることに留意が必要。

【１回目（令和２年１月31日）に選定した重点支援区域】
・宮城県（仙南区域、石巻・登米・気仙沼区域）
・滋賀県（湖北区域）
・山口県（柳井区域、萩区域）

● 重点支援区域申請は、当面の間、随時募集する。

【２回目（令和２年８月25日）に選定した重点支援区域】
・北海道（南空知区域、南檜山区域） ・岡山県（県南東部区域）
・新潟県（県央区域） ・佐賀県（中部区域）
・兵庫県（阪神区域） ・熊本県（天草区域）

これまでに以下の９道県12区域の重点支援区域を選定。
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※ 今般の新型コロナへの対応を踏まえ、地域における今後の感染症対応を

見据えた医療提供体制の構築に向けた検討に資するよう、国の検討会等に
おける議論の状況について情報提供を行う。



【統合支援】 統合（廃止病院あり）を伴う病床削減を行う場合の
コストに充当するため、関係病院全体で廃止病床１床あたり、病床
稼働率に応じた額を関係病院全体へ交付（配分は関係病院で調整）
※重点支援区域のプロジェクトについては一層手厚く支援
※病床数を関係病院の総病床数の10％以上削減する場合に対象

新たな病床機能の再編支援について

○中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般の新型コロナウイルス感染症への対応により顕在化した地域
医療の課題への対応を含め、地域の実情に応じた質の高い効率的な医療提供体制を構築する必要がある。

〇こうした中、地域医療構想の実現を図る観点から、地域医療構想調整会議等の合意を踏まえて行う自主的な病床削減
や病院の統合による病床廃止に取り組む際の財政支援を実施する。 【補助スキーム：定額補助（国１０／１０）】

○ 令和３年度以降においては、地域医療構想調整会議における議論の進捗等も踏まえつつ、消費税財源による
「医療・介護の充実」とするための法改正を行い、これに基づき病床機能の再編支援を実施する。

病床を削減した病院等（統合により廃止する場合も含む）に対し、
削減病床1床あたり、病床稼働率に応じた額を交付
※病床削減後の許可病床数が、平成30年度病床機能報告における稼働病床数の合計
の90％以下となること

※許可病床から休床等を除いた稼働している病棟の病床の10％以上を削減する場合
に対象

【利子補給】 統合（廃止病院あり）を伴う病床削減を行う場合におい
て、廃止される病院の残債を統合後に残る病院に承継させる場合、
当該引継債務に発生する利子について一定の上限を設けて統合後
病院へ交付
※病床数を関係病院の総病床数の10％以上削減する場合に対象

※承継に伴い当該引継ぎ債務を金融機関等からの融資に借り換えた場合に限る。

病床200床

「病床削減」 に伴う財政支援

病床削減

病床150床

削減病床数等に応じて交付

Ａ病院：200床

Ｂ病院：100床
廃止（廃業）

統合後のＡ総合病院
250床

純減した50床について交付。

配分はＢ病院を含めた関係
病院全体で調整。

引き継いだ債務の利子負担を軽減

令和３年度要求額：事項要求
（令和２年度予算額：８４億円）

金利

元金 元金

利子補給利子補給金の支払

統合後の病院 廃止となる病院

承継

「病院統合」 に伴う財政支援
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参考（地域医療構想）
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地域医療構想に係るこれまでの経緯について
２０１７年３月 全ての都道府県において地域医療構想（2025年の４機能ごとの必要病床量等）を策定

〔新公立病院改革プラン(2017年3月まで),公的医療機関等2025プラン(2017年12月まで)の策定〕

～２０１９年３月 公立・公的医療機関等において、先行して具体的対応方針の策定
⇒地域医療構想調整会議で合意

２０１９年 １月～ 厚生労働省医政局「地域医療構想に関するワーキンググループ（WG）」において、公立・公的医療機関
等の具体的対応方針について議論（再検証に係るものを含む）を開始

３月 第20回構想WG 「急性期機能」に着目した再検証の基本的フレームワークについて合意

４月～９月 第21回～第24回構想WG 分析ロジックについて議論

６月２１日 骨太の方針2019 閣議決定

９月２６日 再検証に係る具体的な対応・手法のとりまとめ、 公立・公的医療機関等の診療実績データの公表

１０月 ４日 第１回 地域医療確保に関する国と地方の協議の場

１０月１７日～ 地方意見交換会（ブロック別）を順次開催

１１月 ６日～ 都道府県の要望に応じ、個別に意見交換会を順次開催

１１月１２日 第２回 地域医療確保に関する国と地方の協議の場

１２月２４日 第３回 地域医療確保に関する国と地方の協議の場

２０２０年 １月１７日 医政局長通知「公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等について」を都道府県宛に発出
あわせて、都道府県に対し、「公立・公的医療機関等の診療実績データの分析結果」及び民間医療機関
の診療実績データを提供

１月３１日 重点支援区域 １回目選定（３県５区域）

３月 ４日 医政局長通知「具体的対応方針の再検証等の期限について」を都道府県宛に発出

３月１９日 第25回構想WG 民間医療機関の特性に応じた分析について議論開始

７月１７日 骨太の方針2020 閣議決定

８月２５日 重点支援区域 ２回目選定（６道県７区域）

８月３１日 医政局長通知「具体的対応方針の再検証等の期限について」を都道府県宛に発出
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１ 医療提供体制の改革（病床機能の分化・連携）

○ 都道府県が、2025年の機能別の医療需要・必要

病床数※と目指すべき医療提供体制等を内容とする

地域医療構想を策定

(平成29年３月31現在、全ての都道府県で策定済)

２ 実現するための方策

○ 都道府県による「地域医療構想調整会議」の開催

○ 知事の医療法上の権限強化（要請・指示・命令等）

○ 医療介護総合確保基金を都道府県に設置

医療需要 必要病床数

高度急性期 ○○○　人/日 ○○○　病床

急性期 □□□　人/日 □□□　病床

回復期 △△△　人/日 △△△　病床

慢性期 ▲▲▲　人/日 ▲▲▲　病床

2025年（推計）

公立病院改革の推進

医療介護総合確保推進法（H27年4月施行）

に基づく取組（厚生労働省）

※ イメージ 〔構想区域単位で策定〕

70.3% 

53.6% 

29.7% 

46.4 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20年度

25年度

≪経営の効率化≫ ≪再編・ネットワーク化≫

・統合・再編等に取り組んでいる病院数
１６２病院

・再編等の結果、公立病院数は減少
H20 : ９４３ ⇒ H25 : ８９２ （△ ５１病院）

≪経営形態の見直し≫

・地方独立行政法人化(非公務員型) ６９病院

・指定管理者制度導入(いわゆる公設民営) ２１病院

・民間譲渡・診療所化 ５０病院

【赤字】 【黒字】
（予定含む数）

１ 新公立病院改革プランの策定を要請
（１) 策定時期：地域医療構想の策定状況を踏まえつつH27年度又はH28年度中

（２）プランの内容：以下の4つの視点に立った取組を明記

２ 都道府県の役割・責任を強化

○再編・ネットワーク化への積極的な参画、新設・建替へのチェック機能の強化等

３ 地方財政措置の見直し
（１）再編・ネットワーク化への財政措置の重点化（H27年度～）

通常の整備 ・・・・・ 25%地方交付税措置
再編・ネットワーク化に伴う整備 ・・・・・ 40%地方交付税措置

（２）特別交付税措置の重点化（H28年度～）
○措置率（8割）の導入、都道府県の役割・責任の強化、財政力に応じた算定
○公的病院等への措置も公立病院に準じて継続

新公立改革ガイドライン（H27年3月）に基づく更なる改革の推進

「新公立病院改革ガイドライン」（平成27年3月）に基づき新公立病院改革プランの策定を要請。
平成30年11月末時点で全ての公立病院が新公立病院改革プランを策定済。
医療提供体制の改革と連携して公立病院の更なる経営効率化、再編・ネットワーク化等を推進。

・経常収支比率等の数値目標を設定

・地方独立行政法人化等を推進

経営の効率化

経営形態の見直し

公立病院改革ガイドライン（H19年12月）に基づくこれまでの取組の成果

連携

・病床機能、地域包括ケア構築等を明確化

・経営主体の統合、病院機能の再編を推進

地域医療構想を踏まえた役割の明確化

再編・ネットワーク化
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新公立病院改革ガイドラインにおける公立病院に期待される主な機能

【新公立病院改革ガイドライン（平成27年３月）より抜粋】
第２ 地方公共団体における新公立病院改革プランの策定
３ 新改革プランの内容
(1) 地域医療構想を踏まえた役割の明確化

公立病院に期待される主な機能を具体的に例示すれば、①山間へき地・離島など民間医療機関の立地が
困難な過疎地等における一般医療の提供、②救急・小児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊部門に関
わる医療の提供、③県立がんセンター、県立循環器病センター等地域の民間医療機関では限界のある高
度・先進医療の提供、④研修の実施等を含む広域的な医師派遣の拠点としての機能などが挙げられる。

前ガイドラインにおいても、改革を通じて、 自らの公立病院の果たすべき役割を見直し、改めて明確化する
べきことが強調されていたが、今般の公立病院改革は、民間病院を対象に含めた地域医療構想の実現に向
けた取組と並行して行われるものであることから、必然的に、公立病院の役割を従来にも増して精査すること
となる。

①山間へき地・離島など民間医療機関の立地が困難な過疎地等における一般医療の
提供

②救急・小児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊部門に関わる医療の提供
③県立がんセンター、県立循環器病センター等地域の民間医療機関では限界のある

高度・先進医療の提供
④研修の実施等を含む広域的な医師派遣の拠点としての機能

公立病院に期待される主な機能の具体例
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公的医療機関等２０２５プラン

○ 公的医療機関※、共済組合、健康保険組合、国民健康保険組合、地域医療機能推進機構、国立病院機構及び労働者健康安
全機構が開設する医療機関、地域医療支援病院及び特定機能病院について、地域における今後の方向性について記載した
「公的医療機関等２０２５プラン」を作成し、策定したプランを踏まえ、地域医療構想調整会議においてその役割について議論す
るよう要請。 ※新公立病院改革プランの策定対象となっている公立病院は除く。

【基本情報】
・医療機関名、開設主体、所在地 等

【現状と課題】
・構想区域の現状と課題

・当該医療機関の現状と課題 等

【今後の方針】
・当該医療機関が今後地域において担うべき役割 等

○ 各医療機関におけるプランの策定過程においても、地域の関係者からの意見を聴くなどにより、構想区域ごとの医療提供体制と整合的なプランの策定が求
められる。

○ 各医療機関は、プラン策定後、速やかにその内容を地域医療構想調整会議に提示し、地域の関係者からの意見を聴いた上で、地域の他の医療機関との
役割分担や連携体制も含め、構想区域全体における医療提供体制との整合性をはかることが必要。地域医療構想調整会議における協議の方向性との齟
齬が生じた場合には、策定したプランを見直すこととする。

○ さらに、上記以外の医療機関においても、構想区域ごとの医療提供体制の現状と、現に地域において担っている役割を踏まえた今後の方針を検討すること
は、構想区域における適切な医療提供体制の構築の観点から重要である。まずは、それぞれの医療機関が、自主的に検討するとともに、地域の関係者と
の議論を進めることが望ましい。

【具体的な計画】
・当該医療機関が今後提供する医療機能に関する事項

（例）・４機能ごとの病床のあり方について
・診療科の見直しについて 等

・当該医療機関が今後提供する医療機能に関する、具体的な数値目標
（例）・病床稼働率、手術室稼働率等、当該医療機関の実績に関する項目

・紹介率、逆紹介率等、地域との連携に関する項目、人件費率等、
経営に関する項目 等

記載事項

留意点

○救急医療や災害医療等の政策医療を主として担う医療機関：平成29年９月末
（３回目の地域医療構想調整会議で議論）

○その他の医療機関：平成29年12月末 （４回目の地域医療構想調整会議で議論）

策定期限
４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月

病床機能報告等の
データ等を踏まえ、
各医療機関の役割
を明確化

医療機能、事業等
ごとの不足を補う
ための具体策を議
論

各役割を担う医療
機関名を挙げ、機
能転換等の具体策
の決定

具体的な医療機関
名や進捗評価指標、
次年度基金の活用
等を含む取りまと
め

●地域医療構想調整会議の議論のサイクル

約830病院対象病院数 （平成29年８月４日付け医政発0804第２号厚生労働省医政局長通知により、各開設主体の長あてに依頼）

24



地域医療構想の実現に向けたこれまでの取組について
１．これまでの取り組み

○ これまで、2017年度、2018年度の２年間を集中的な検討期間とし、公立・公的医療機関等
においては地域の民間医療機関では担うことのできない医療機能に重点化するよう医療機能を
見直し、これを達成するための再編統合の議論を進めるように要請した。

○ 公立・公的医療機関等でなければ担えない機能として、「新公立病院改革ガイドライン」や
「経済財政運営と改革の基本方針2018」においてはそれぞれ、
ア 高度急性期・急性期機能や不採算部門、過疎地等の医療提供等
イ 山間へき地・離島など民間医療機関の立地が困難な過疎地等における一般医療の提供
ウ 救急・小児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊部門に関わる医療の提供
エ 県立がんセンター、県立循環器病センター等地域の民間医療機関では限界のある高度・

先進医療の提供
オ 研修の実施等を含む広域的な医師派遣の拠点としての機能
が挙げられている。

○ 2018年度末までに全ての公立・公的医療機関等における具体的対応方針が地域医療構想
調整会議で合意されるよう取組を推進。

公立・公的医療機関等に関する議論の状況

（病床ベース）

新公立病院改革
プラン対象病院

公的医療機関等2025
プラン対象病院

機能分化連携のイメージ（奈良県南和構想区域）

医療機能が低下している３つの救急病院を１つの救急病院（急性期）
と２つの回復期／慢性期病院に再編し、ダウンサイジング

機能再編
+

ダウンサイジング

急性期275床

急性期199床

急性期98床

急性期232床

回復期／慢性期90床

回復期／慢性期96床

418床
(▲154床）

572床

医師数

年間救急車受入件数

48.4人

2,086件 4,104件（1.97倍）

60.8人（1.26倍）

（３病院計）

機能集約化により医師一人当たりの救急受入件数が増え、地域全体の医療
機能の強化、効率化が促進された

地域医療構想の実現のための推進策

2019年３月末

○ 病床機能報告における定量的基準の導入

（36都道府県、79名（平成31年３月））

・調整会議における議論の支援、ファシリテート
・都道府県が行うデータ分析の支援 等

手術、重症患者に対
する治療等の実績が
全くない病棟

3.6万床

【2018～】基準の導入により、

高度急性期・急性期の選択不可

【従前】
高度急性期

急性期 （2017）

2018年10月からの病床機能報
告において診療実績に着目し
た報告がなされるよう定量的
基準を明確化し、実績のない
高度急性期・急性期病棟を適
正化

○ 2018年６月より地域医療構想アドバイザーを任命

○ 2018年６月より都道府県単位の地域医療構想調整会議の設置

合意済み

95%

議論継続中 5% 2%

合意済み

98%

○ 介護医療院を創設し、介護療養・医療療養病床からの転換を促進

第３２回社会保障WG 資料１－１
（令和元年５月２３日）
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医政局地域医療計画課調べ（精査中）

公立病院・公的医療機関等の具体的対応方針の集計結果

9,937 8,637 
14,312 20,162 

114,785 108,568 

35,389 36,253 

0

40,000

80,000

120,000

160,000

200,000

公立病院
高度急性期 急性期 回復期 慢性期

ｰ 6,217床
(-5.4%)

+ 5,850床
(+40.9%)
-1,300床
(-13.1%)

※１ 具体的対応方針策定前の病床数として、2017年度病床機能報告を用いた。
※２ 合意に至っていない公立病院・公的医療機関等の病床数は除いて集計。

23,617 23,240 
18,710 24,555 

151,822 150,868 

108,144 104,632 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

公的医療機関等
高度急性期 急性期 回復期 慢性期

302,293床 +1,002床

ｰ 3,512床
(-3.2%)

ｰ 954床
(-0.6%)

+ 5,845床
(+31.2%)
ｰ 377床
(-1.6%)

174,423床 173,620床 303,295床

+ 864床
(+2.4%)

ｰ 803床

○ 高度急性期・急性期病床の削減は数％に留まり、「急性期」からの転換が進んでいない。
○ トータルの病床数は横ばい。
→ 具体的対応方針の合意内容が地域医療構想の実現に沿ったものになっていないのではないか。

2017年度の病床機能報告と具体的対応方針（2025年度見込）の比較 （参考）構想区域ごとの状況

病床数が減少する合意を
行った構想区域数

公立分 113 区域
公的等分 115 区域
民間分 131 区域

2017年度 2017年度2025年見込み 2025年見込み

○ 2015年度病床数と2025年の病床の必要量を比較すると、「高度急性期+急性期+回復期」の全国の病床数合計
は、89.6万床→90.7万床と増加する。

○ 公立病院・公的医療機関等の病床のうち、93％※は、高度急性期・急性期・回復期であり、具体的対応方針におけ
る2025年のトータルの病床数見込みの評価は慎重に行う必要がある。
※2015年度ベース

第３２回社会保障WG
（令和元年５月２３日）

資料１－１
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89.6
万床

※1

急性期
55.5万床（46％）

高度急性期
16.5万床（14%）

５
慢性期

30.6万床（25％）

回復期
19.2万床（16%）

急性期
59.6万床（48％）

高度急性期
16.9万床（14%）

慢性期
35.5万床（28％）

回復期
13.0万床（10%）

【2015年度病床機能報告】

合計 121.8万床

91.2
万床

0.5万床増

1.4万床減

2.1万床
増

4.0万床減

約2.8万床減

【2018年度病床機能報告（2019年5月時点暫定値）】

1.33

急性期
56.9万床（46％）

高度急性期
16.0万床（13％）

慢性期
34.6万床（28％）

回復期
17.1万床（14%）

合計 124.6万床

89.9
万床

※1：2018年度病床機能報告において、「2025年7月1日時点における病床の機能の予定」として報告された病床数
※2：対象医療機関数及び報告率が異なることから、年度間比較を行う際は留意が必要

病床機能ごとの病床数の推移

○ 2025年見込の病床数※１は121.8万床となっており、2015年に比べ、3.3万床減少する見込み。※２

○ 機能別にみると、高度急性期+急性期は4.6万床減少、回復期は6.2万床増加、慢性期は4.9万床減少
する見込み。

合計 125.1万床
2025年見込2018年

76.6
万床

0.9万床減

2.7万床減

4.1万床増

0.9万床減

72.9
万床

72
万床

2015年
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地域医療構想の実現に向けたさらなる取組について

分析項目ごとに診療実績等の一定の指標を設定し、当該医療機関でなければ担えないものに重点化されているか分析する。
重点化が不十分な場合、他の医療機関による代替可能性があるとする。
A 各分析項目について、診療実績が特に少ない。
B 各分析項目について、構想区域内に、一定数以上の診療実績を有する医療機関が２つ以上あり、かつ、お互いの所在地が近接
している。

２．今後の取り組み
- 合意形成された具体的対応方針の検証と構想の実現に向けた更なる対策

○ 2019年年央までに各医療機関の診療実績データを分析し、公立・公的医療機関等の役割が当該医療機関でなければ
担えないものに重点化されているか、合意された具体的対応方針を検証し、地域医療構想の実現に必要な協議を促進。

○ 今後、2019年年央までに、全ての医療機関の診療実績データ分析を完了し、「診療実績が少ない」または「診療実績が類似してい
る」と位置付けられた公立・公的医療機関等に対して、構想区域の医療機関の診療実績や将来の医療需要の動向等を踏まえつつ、医師
の働き方改革の方向性も加味して、当該医療機能の他の医療機関への統合や他の病院との再編統合について、地域医療構想調整会議で
協議し改めて合意を得るように要請する予定。

分析内容

分析のイメージ

類似の診療実績

診療実績が少ない

A
病
院

B
病
院

C
病
院

D
病
院

①診療実績のデータ分析
（領域等（例：がん、救急等）ごと）

民間

公立・公的等

②地理的条件の確認

A
B

C D

類似の診療実績がある場合のう
ち、近接している場合を確認

③分析結果を踏まえた地域医療
構想調整会議における検証

同一構想区域

近接 遠隔

①及び②により

「代替可能性あり」と
された公立・公的医
療機関等

地域医療構想調整会議

医療機関の診療実績や
将来の医療需要の動向等を踏まえ、
医師の働き方改革の方向性も加味して、
○ 代替可能性のある機能の他の医療機関
への統合

○ 病院の再編統合
について具体的な協議・再度の合意を要請
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2040年に向けて人材不足等の新たな課題に対応するため、地域医療構想の実現に向けた取組、医師偏在対策、医療従事者の働き方改革
を三位一体で推進し、総合的な医療提供体制改革を実施する。
地域医療構想の実現に向け、全ての公立・公的医療機関等に係る具体的対応方針について、診療実績データの分析を行い、具体的対応方

針の内容が、民間医療機関では担えない機能に重点化され、2025年において達成すべき医療機能の再編、病床数等の適正化に沿ったもの
となるよう、重点対象区域の設定を通じて国による助言や集中的な支援を行うとともに、適切な基準を新たに設定した上で原則として
2019年度中（※）に対応方針の見直しを求める。民間医療機関についても、2025年における地域医療構想の実現に沿ったものとなるよう
対応方針の策定を改めて求めるとともに、地域医療構想調整会議における議論を促す。こうした取組によっても病床の機能分化・連携が進
まない場合には、2020年度に実効性のある新たな都道府県知事の権限の在り方について検討し、できる限り早期に所要の措置を講ずる。地
域医療介護総合確保基金の配分（基金創設前から存在している事業も含む）における大幅なメリハリ付けの仕組みや国が主導する実効的な
ＰＤＣＡサイクルを構築するとともに、成果の検証等を踏まえ、真に地域医療構想の実現に資するものとする観点から必要な場合には、消
費税財源を活用した病床のダウンサイジング支援の追加的方策を講ずる。病床の転換や介護医療院への移行等が着実に進むよう、地域医療
介護総合確保基金や急性期病床や療養病床に係る入院基本料の見直しによる病床再編の効果などこれまでの推進方策の効果・コストの検証
を行い、必要な対応を検討する。 ※医療機関の再編統合を伴う場合については、遅くとも2020年秋ごろまで。

地域医療構想の実現に向けて地域ごとの「地域医療構想調整会議」での具体的議論を促進する。病床の役割分担を進めるためデータを国
から提供し、個別の病院名や転換する病床数等の具体的対応方針の速やかな策定に向けて、２年間程度で集中的な検討を促進する。これに
向けて、介護施設や在宅医療等の提供体制の整備と整合的な慢性期機能の再編のための地域における議論の進め方を速やかに検討する。こ
のような自主的な取組による病床の機能分化・連携が進まない場合には、都道府県知事がその役割を適切に発揮できるよう、権限の在り方
について、速やかに関係審議会等において検討を進める。また、地域医療介護総合確保基金について、具体的な事業計画を策定した都道府
県に対し、重点的に配分する。

【経済財政運営と改革の基本方針2017（平成29年６月９日閣議決定）［抜粋］】

地域医療構想の実現に向けた個別の病院名や転換する病床数等の具体的対応方針について、昨年度に続いて集中的な検討を促し、2018
年度中の策定を促進する。公立・公的医療機関については、地域の医療需要等を踏まえつつ、地域の民間医療機関では担うことができない
高度急性期・急性期医療や不採算部門、過疎地等の医療提供等に重点化するよう医療機能を見直し、これを達成するための再編・統合の議
論を進める。 このような自主的な取組による病床の機能分化・連携が進まない場合には、都道府県知事がその役割を適切に発揮できるよ
う、権限の在り方について、速やかに関係審議会等において検討を進める。病床の転換や介護医療院への移行などが着実に進むよう、地域
医療介護総合確保基金や急性期病床や療養病床に係る入院基本料の見直しによる病床再編の効果などこれまでの推進方策の効果・コストの
検証を行い、必要な対応を検討するとともに、病床のダウンサイジング支援の追加的方策を検討する。

【経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年６月15日閣議決定）［抜粋］】

【経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年６月21日閣議決定）［抜粋］】
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具体的対応方針の再検証等について（令和２年１月17日付け医政局長通知のポイント）

１．基本的な考え方

２．再検証要請等の内容

〇 このうち、「A 診療実績が特に少ない」（診療実績が無い場合も含む。）が９領域全て（以下「A9病院」という。）、又は「B 類似かつ近接」（診療実績が無い場合も

含む。）が６領域全て（人口100万人以上の構想区域を除く。以下「B6病院」という。）となっている公立・公的医療機関等の具体的対応方針を再検討の上、地域
医療構想調整会議において改めて協議し、合意を得るよう求めるもの。

（１）再検証対象医療機関（A9・B6病院）の具体的対応方針の再検証
以下①～③についてA9・B6病院で検討の上、その検討結果を調整会議で

協議すること。
B6病院が所在する構想区域の調整会議では、④についても協議すること。
A9病院が所在する構想区域の調整会議では、必要に応じて、④について

も協議すること。
① 現在の地域の急性期機能、人口の推移、医療需要の変化等、医療機関を

取り巻く環境を踏まえ、2025年を見据えた自医療機関の役割の整理

② ①を踏まえた上で、分析の対象とした領域ごとの医療機能の方向性
（他の医療機関との機能統合や連携、機能縮小 等）

③ ①②を踏まえた４機能別の病床の変動

【構想区域全体の2025年の医療提供体制の検証】
④ 構想区域全体における領域ごとの2025年の各医療機関の役割分担の

方向性等（必要に応じて、病床数や医療機能を含む。）

（２）一部の領域で「診療実績が特に少ない」又は「類似かつ近接」に
該当する公立・公的医療機関等（A1~8・B1~5病院）への対応
調整会議において、A1～8・B1～5病院（人口100万人以上の構想区域を

除く。）の具体的対応方針について改めて議論すること。（※）
具体的対応方針の見直しが必要と調整会議が判断した場合、当該医療

機関は具体的対応方針の見直しを行い、調整会議で改めて協議の上、合
意を得ること。

※ 2019年３月までに合意された具体的対応方針における役割及び病床数が現状から変更が
ないもの等については、将来の医療需要等を踏まえてその妥当性を確認することに留意。

〇 「経済財政運営と改革の基本方針2019」（令和元年６月21日閣議決定）において「地域医療構想の実現に向け、全ての公立・公的医療機関等に係る具体的対

応方針について、診療実績データの分析を行う」とされたことを踏まえ、地域医療構想調整会議における地域の現状や将来像を踏まえた議論を活性化させること
を目的に、厚生労働省において、公立・公的医療機関等の高度急性期・急性期機能に着目した診療実績データの分析を実施。

〇 厚生労働省の分析結果は、公立・公的医療機関等の将来担うべき役割や、それに必要な病床数や病床の機能分化・連携等の方向性を機械的に決めるもので

はない。各公立・公的医療機関等の取組の方向性については、地域医療構想調整会議において、当該分析だけでは判断し得ない地域の実情に関する知見を補
いながら、議論を尽くすこと。

（３）H29病床機能報告未報告医療機関等への対応
調整会議において、H29病床機能報告未報告等医療機関等は、具体的

対応方針の妥当性について、直近の自医療機関の実績等を踏まえて説明
すること。調整会議において合意が得られなければ、具体的対応方針を見
直し、調整会議で改めて協議の上、合意を得ること。

３．主な留意事項 ４．今後の進め方及び議論の状況把握
〇 定例的な調整会議の会議資料や議事録等はできる限り速やかな公表に努め

ること。ただし、国から提供した分析結果は、都道府県の最終確認を踏まえ国
が確定するまでは、当該資料等については非公表として取り扱うこと。

また、 随時開催を組み合わせながら、より多くの医療機関の参画が得られ
るような工夫をすること。

〇 公立・公的医療機関等については、開設主体ごとに期待される役割や税制
上・財政上の措置等の違いに留意が必要。 等

当面、「経済財政運営と改革の基本方針2019」を基本として、調整会議での
議論を進めること。

今後、厚生労働省において、再検証に係る地域医療構想調整会議の議論の
状況を把握し、2020年度から2025年までの具体的な進め方（スケジュール等）
については、状況把握の結果及び地方自治体の意見を踏まえ、整理の上改め
て通知予定。
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診療実績の分析と再検証の要請の流れ（イメージ）について

医療機関単位の
「診療実績が特に少ない」の分析

「診療実績が特に少ない」領域が
多数となる公立・公的医療機関等

9領域全て 再検証を要請
（医療機関単位）

A）「診療実績が特に少ない」の分析（がん・心疾患・脳卒中・救急・小児・周産期・災害・へき地・研修・派遣機能の９領域）

B) 「類似かつ近接」の分析 （がん・心疾患・脳卒中・救急・小児・周産期の６領域）

注） 人口100万人以上の構想区域に所在する公立・公的医療機関等は、類似の状況にある医療
機関が多数に及ぶことから別に整理が必要なため、今回は 「類似かつ近接」に係る再検証は
要請せず、今後、必要な検討を行うこととする。ただし、分析結果は公表する。

注）人口100万人以上の構想区域も含む。

医療機関単位の
「類似」かつ「近接」の分析

「類似」かつ「近接」領域が
多数となる公立・公的医療機関等

再検証を要請
（医療機関単位）

当該病院が所在する構想区域
における医療提供体制につい
て検証を要請（都道府県へ）

６領域全て

31

○ 各医療機関が所在する構想区域の人口規模によって診療実績は影響を受けることから、構想区域を①「人口100万人以上」、
②「人口50万人以上100万人未満」、③「人口20万人以上50万人未満」、④「人口10万人以上20万人未満」、⑤「人口10万人
未満」の５つのグループに分けて、診療実績の分析を行う。



５ 新型コロナウイルス感染症対応の
状況について
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出典：「各都道府県の検査陽性者の状況（空港検疫、チャーター便案件を除く国内事例）」令和２年9月30日 24時時点
各都道府県の人口・・・住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（2020年１月１日現在）

各都道府県別の新型コロナウイルスの感染状況

33

○ 全国では人口10万人あたり累計64.8人の検査陽性者が発生した。
○ 東京都が最も多く、人口10万人あたり186.0人であった。

（
人

）

第27回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和２年10月21日） 資料



令和２年４月の全国の一般病床等の病床利用状況と新型コロナ入院患者数

○ 令和２年４月末時点で入院していた新型コロナ患者数は5,514人であった。
○ 最終フェーズにおいて、都道府県が即応病床として確保することを計画した病床数は計27,580床である。

※病床数、月末在院患者数・・・病院報告（月報）令和２年４月
※「新型コロナウイルス感染症患者」について、このページ以降

「新型コロナ患者」とする。
※新型コロナ入院患者数・・・新型コロナウイルス感染症患者の

療養状況に関する調査結果（４月28日報告）より
※最終フェーズにおいて、都道府県が即応病床として確保するこ

とを計画する病床数・・・「新型コロナウイルス感染症患者
の療養状況、病床数等に関する調査結果（10月７日0時時
点）」より引用。

889,479

令和２年４月28日時点の新型コロナ入院患者数 5,514人

一般病床 感染症病床 一般＋感染症

病床数 887,591床 1,888床 889,479床

月末在院患者数 573,714人 676人 574,390人

令和２年４月末の病床種別病床数等（病院）
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第27回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和２年10月21日） 資料



全国の一日平均在院患者数及び許可病床数（一般病床）

35

○ 一般病床における全国の１日平均在院患者数は、前年同時期に比べて減少傾向。５月は前年比86％。
○ 一般病床の許可病床数は前年度に比較して微減傾向だが、感染が拡大した５月以降は増加傾向。

※一日あたり平均在院患者数・病院数・・・病院報告（月報）令和２年１月～６月と、令和元年１月～６月より引用

第27回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和２年10月21日） 資料



〇 各都道府県の４月～６月の一日平均在院患者数前年比は人口10万人あたりの累計新型コロナ検査陽性者数が多い方
が減少傾向にある。

36

※一日平均在院患者数前年比・・・病院報告（月報）の2020年
４月-６月と2019年４月-６月における一日平均在院患者数（一般
病床）の前年比を算出

※新型コロナ検査陽性者数・・・各都道府県の検査陽性者の状況（空港
検疫、チャーター便案件を除く国内事例）

※人口・・・住民基本台帳（2020年1月1日時点）

都道府県別の一日平均在院患者数の前年比（一般病床）
第27回地域医療構想に関するワーキンググループ

（令和２年10月21日） 資料



新入院患者数、退院患者数、平均在院日数の前年と今年の比較（一般病床）

37

○ 一般病床において、全国の新入院患者数・退院患者数ともに、前年同時期に比べて減少傾向。
一方、全国の平均在院日数は、前年同時期に比べて長期化傾向。

※引用：病院報告（月報）令和２年１月～６月と、令和元年１月～６月
※平均在院日数・・・(月間在院患者延数)／1/2｛(月間新入院患者数)＋

(月間退院患者数)｝
※新入院患者数・・・一ヶ月の間に新規に入院した患者数
※退院患者数・・・一ヶ月の間に退院した患者数

第27回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和２年10月21日） 資料



医療機関の病床規模等別における
新型コロナ患者受入可能医療機関及び受入実績を有する医療機関について

【G-MIS（新型コロナウイルス感染症医療機関等情報支援システム（Gathering Medical Information System on COVID-19）） 】

全国の医療機関（20病床以上を有する保険医療機関8,280カ所のうち、令和２年９月末時点で7,307医療機関が登録済）の稼働状況、

病床や医療スタッフの状況、医療機器（人工呼吸器等）や医療資材（マスクや防護服等）の確保状況等を一元的に把握することによ

り、病院の稼働状況を広く知らせるほか、マスク等の物資の供給や患者搬送の調整に活用するなど必要な医療提供体制の確保に役立

てているシステム。令和２年５月１日より運用開始（３月27日試運用開始）。

【新型コロナ患者受入可能医療機関】

G-MISで報告のあった医療機関について、新型コロナウイルス感染症患者の受入（入院患者の受入実績が１人以上あった場合は

有）または受入可能（新型コロナウイルス感染患者受入可能な病床を１床以上としたことがあった場合は有）と報告した医療機関を

受入可能医療機関とした。（令和２年９月末時点）

【新型コロナ患者受入医療機関】

G-MISで報告のあった医療機関について、新型コロナウイルス感染症患者の入院患者の受入実績が１人以上あった医療機関を受入あ

りとした。（令和２年９月末時点）

【病床機能報告】

医療法第30条の13に基づき、一般病床・療養病床を有する病院・有床診療所に義務づけられている報告。病床数、病床の機能、職

員数等、医療体制整備に関する病院の状況について報告を求めている。（平成30年度病床機能報告をデータとして使用）

38

定義等
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新型コロナ患者受入可能医療機関及び受入実績の有無について

○ 全医療機関のうち、新型コロナ患者の受入可能医療機関の割合は23％、受入実績あり医療機関の割合は19％。
○ 受入実績あり医療機関のうち、人工呼吸器、ECMO又はその両方を使用した患者の受入医療機関の割合は23％。

39
※G-MISで「（入院中のうちECMO・人工呼吸器管理中）、（入院中のうち人工呼吸器管理中（ECMOなし））」のいずれかの新型コロナ患者が入院
していた医療機関

対象医療機関： G-MISで報告のあった全医療機関（7,307医療機関）

受入可能医療機関 左記以外医療機関

受入実績あり医療機関 受入実績なし医療機関

n=7,307

n=7,307

n=1,353

受入可能であるが
受入実績がなかった

医療機関

新型コロナ患者で人工呼吸器、
ECMO又はその両方を使用した患者の受入医療機関※

その他医療機関

1,700(23%) 5,607(77%)

1,353(19%) 5,954(81%)

307(23%) 1,046(77%)
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病床規模別の新型コロナ患者受入可能医療機関及び受入実績の有無について

○ 医療機関の病床規模が大きいほど、新型コロナ患者の受入可能医療機関及び受入実績の割合も大きくなる
傾向。100床未満の受入可能医療機関のうち半数以上が受け入れている。

※ 急性期病棟の有無は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
※ 病床数：平成30年度病床機能報告における一般病床及び療養病床の許可病床数 40

対象医療機関： G-MISで報告のあった全医療機関のうち
急性期病棟を有する医療機関（4201医療機関）
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※感染症指定医療機関・・・特定・第一種・第二種感染症指定医療機関、平成31年４月１日時点で551医療機関
＊新型コロナ患者受入可能としていない感染症指定医療機関のほとんどは結核病床または結核モデル病床のみを持つ医療機関。

※地域医療支援病院・・・令和２年６月１日時点で649医療機関
※特定機能病院・・・令和２年４月１日時点で86医療機関

医療機関の機能別の新型コロナ患者受入可能医療機関について

○ 全医療機関のうち23％が、新型コロナ患者受入可能医療機関であった。
○ 感染症指定医療機関のうち92％、地域医療支援病院のうち90％、特定機能病院のうち91％が、受入可能医療機関で

あった。

41

対象医療機関：
G-MISで報告のあった全医療機関（7,307医療機関）

うち感染症指定医療機関（540医療機関、報告率97％）
地域医療支援病院（642医療機関、報告率97％）
特定機能病院（86医療機関、報告率100％）

(病院数)

＊
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※感染症指定医療機関・・・特定・第一種・第二種感染症指定医療機関、平成31年４月１日時点で551医療機関
※地域医療支援病院・・・令和２年６月１日時点で649医療機関
※特定機能病院・・・令和２年４月１日時点で86医療機関
※ 小数点以下を四捨五入しているため合計しても100％にならない場合がある.

医療機関の機能別の新型コロナ患者受入実績の有無について

○ 全医療機関のうち18％が、新型コロナ患者の受入実績がある医療機関であった。
○ 感染症指定医療機関のうち83％、地域医療支援病院のうち84％、特定機能病院のうち84％が、受入実績あり医療機関で

あった。

42

対象医療機関：
G-MISで報告のあった全医療機関（7,307医療機関）

うち感染症指定医療機関（540医療機関、報告率97％）
地域医療支援病院（642医療機関、報告率97％）
特定機能病院（86医療機関、報告率100％）
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※ 急性期病棟の有無は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
※ 三次救急医療施設は「重篤な救急患者の医療を確保することを目的として、都道府県知事が医療法に規定する医療計画等にもとづき救命救急センターとして指定した医療機関」（平成30年度病床機能報告）
※ 二次救急医療施設は三次救急医療施設でないものであって、「救急隊により搬送される傷病者に関する医療を担当する医療機関として、都道府県知事が医療法に規定する医療計画の内容等を勘案して必要と認

定したもの。また、三次救急医療施設であって、都道府県の医療計画上、二次救急医療施設相当の病院群輪番制病院の指定を受けている場合も含む。」（平成30年度病床機能報告）
※ ICU等は平成30年度病床機能報告で特定集中治療室管理料の実績・救命救急入院料１、救命救急入院料２、救命救急入院料３、救命救急入院料４、特定集中治療室管理料１、特定集中治療室管理料２、特定集

中治療室管理料３、特定集中治療室管理料４、総合周産期特定集中治療室管理料（母体・胎児）、総合周産期特定集中治療室管理料（新生児）、新生児特定集中治療室管理料１、新生児特定集中治療室管理
料２、小児特定集中治療室管理料、ハイケアユニット入院医療管理料１、ハイケアユニット入院医療管理料２、脳卒中ケアユニット入院医療管理料、新生児治療回復室入院医療管理料を算定した実績がある
医療機関

医療機関の機能別の新型コロナ患者受入可能医療機関について

○ 急性期病棟を有する医療機関のうち38％、二次救急医療施設（三次救急除く）のうち41％、三次救急医療施
設のうち92％、ICU等を有する医療機関のうち81％が、新型コロナ患者の受入可能医療機関であった。

43

(病院数)

対象医療機関：
G-MISで報告のあった全医療機関（7,307医療機関）
うち急性期病棟を有する医療機関（4,201医療機関、報告率92％）

三次救急医療施設（303医療機関、報告率98％）
二次救急医療施設（2,879医療機関、報告率93％）
ICU等を有する医療機関（1,007医療機関、報告率96％）
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※ 急性期病棟の有無は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
※ 三次救急医療施設は「重篤な救急患者の医療を確保することを目的として、都道府県知事が医療法に規定する医療計画等にもとづき救命救急センターとして指定した医療機関」（平成30年度病床機能報告）
※ 二次救急医療施設は三次救急医療施設でないものであって、「救急隊により搬送される傷病者に関する医療を担当する医療機関として、都道府県知事が医療法に規定する医療計画の内容等を勘案して必要と認

定したもの。また、三次救急医療施設であって、都道府県の医療計画上、二次救急医療施設相当の病院群輪番制病院の指定を受けている場合も含む。」（平成30年度病床機能報告）
※ ICU等は平成30年度病床機能報告で特定集中治療室管理料の実績・救命救急入院料１、救命救急入院料２、救命救急入院料３、救命救急入院料４、特定集中治療室管理料１、特定集中治療室管理料２、特定集

中治療室管理料３、特定集中治療室管理料４、総合周産期特定集中治療室管理料（母体・胎児）、総合周産期特定集中治療室管理料（新生児）、新生児特定集中治療室管理料１、新生児特定集中治療室管理
料２、小児特定集中治療室管理料、ハイケアユニット入院医療管理料１、ハイケアユニット入院医療管理料２、脳卒中ケアユニット入院医療管理料、新生児治療回復室入院医療管理料を算定した実績がある
医療機関

※ 小数点以下を四捨五入しているため合計しても100％にならない場合がある。

医療機関の機能別の新型コロナ患者受入実績の有無について

○ 急性期病棟を有する医療機関のうち30％、二次救急医療施設（三次救急除く）のうち31％、三次救急医療施
設のうち86％、ICU等を有する医療機関のうち75％が、新型コロナ患者の受入実績あり医療機関であった。

44

対象医療機関：
G-MISで報告のあった全医療機関（7,307医療機関）
うち急性期病棟を有する医療機関（4,201医療機関、報告率92％）

三次救急医療施設（303医療機関、報告率98％）
二次救急医療施設（2,879医療機関、報告率93％）
ICU等を有する医療機関（1,007医療機関、報告率96％）

(病院数)
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公立・公的等・民間別の新型コロナ患者受入可能医療機関及び受入実績の有無について

○ 受入可能医療機関数及び受入実績がある医療機関数は公的等が多く、公立と民間は同程度である。
受入可能医療機関のうち受入実績がある医療機関の割合は、公的等が88％、公立及び民間が76％である。

45
※ 急性期病棟の有無は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
※ 公立・・・新公立病院改革プラン策定対象病院 公的等・・・公的医療機関等2025プラン策定対象医療機関 民間・・・公立・公的等以外

対象医療機関：G-MISで報告のあった全医療機関のうち高度急性期・急
性期病棟を有する医療機関（4,201医療機関）

■受入可能公立
■受入可能公的等
■受入可能民間
□上記以外

ｰ受入可能ありの割合

■受入可能医療機関の
うち受入なし公立

■受入実績あり公立
■ 受入可能医療機関の

うち受入なし公的等
■受入実績あり公的等
■ 受入可能医療機関の

うち受入なし民間
■受入実績あり民間

ｰ受入可能医療機関の
うち受入実績ありの
割合
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※ 公立・・・新公立病院改革プラン策定対象病院 公的等・・・公的医療機関等2025プラン策定対象医療機関 民間・・・公立・公的等以外
※ ICU等は平成30年度病床機能報告で特定集中治療室管理料の実績・救命救急入院料１、救命救急入院料２、救命救急入院料３、救命救急入院料４、特定集中治療室管理料１、特定集中治療室管理料２、特定集中治療室管理料３、特

定集中治療室管理料４、総合周産期特定集中治療室管理料（母体・胎児）、総合周産期特定集中治療室管理料（新生児）、新生児特定集中治療室管理料１、新生児特定集中治療室管理料２、小児特定集中治療室管理料、ハイケアユ
ニット入院医療管理料１、ハイケアユニット入院医療管理料２、脳卒中ケアユニット入院医療管理料、新生児治療回復室入院医療管理料を算定した実績がある医療機関

※ 小数点以下を四捨五入しているため合計しても100％にならない場合がある。

構想区域の人口規模別、公立・公的等・民間別の新型コロナ患者受入可能医療機関について

46

＜n=131＞

＜n=198＞

＜n=406＞

＜n=421＞

＜n=420＞

○ 人口20万人未満の区域では、公立の占める割合が大きい。
○ 100万人以上の構想区域では民間の占める割合が大きく、20万人以上100万人未満の構想区域では公的等の占める割

合が大きい。

対象医療機関：G-MISで報告のあった全医療機関のうち高度急性期・急
性期病棟を有する医療機関（4,201医療機関）
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100床あたり常勤換算医師数別の新型コロナ患者の受入可能医療機関及び受入実績の有無について

○ 100床あたり常勤換算医師数が多い医療機関ほど、新型コロナ患者受入可能医療機関の割合は大きくなる傾向。

47
※ 急性期病棟の有無は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
※ 常勤換算医師数、病床数(一般病床・療養病床の許可病床)は平成30年病床機能報告より引用。

対象医療機関： G-MISで報告のあった全医療機関のうち急性期
病棟を有する医療機関から、100床未満の医療機関を除外した
医療機関（2,811医療機関）
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100床あたり常勤換算看護師等職員数別の新型コロナ患者受入可能医療機関及び受入実績の有無について

○ 100床あたりの常勤換算看護師等職員数が多い医療機関ほど、新型コロナ患者の受入可能医療機関の割合は大き
くなる傾向。

48
※ 急性期病棟の有無は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
※ 常勤換算看護師等職員数、病床数(一般病床及び療養病床の許可病床数)は平成30年病床機能報告より引用。
※ 看護師等職員は、看護師、准看護師、看護補助者。

対象医療機関：G-MISで報告のあった全医療機関のうち急性
期病棟を有する医療機関から、100床未満の医療機関を除外
した医療機関（2,819医療機関）
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病棟数別の新型コロナ患者受入可能医療機関及び受入実績等

○ 病棟数が多いほど新型コロナ患者の受入医療機関の割合は増加する。

49

5病棟未満 5病棟以上10病棟未満 10病棟以上15病棟未満 15病棟以上20病棟未満 20病棟以上25病棟未満 25病棟以上30病棟未満 30病棟以上35病棟未満 35以上

下記以外 2,184 384 43 7 5 2 0 0

受入可能のうち受入実績なし 184 92 20 12 2 0 0 0

受入実績あり 286 461 283 136 57 23 14 6

受入可能の割合 18% 59% 88% 95% 92% 92% 100% 100%
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保有病棟数別の新型コロナ患者受入可能医療機関及び受入実績等

937

346
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対象医療機関： G-MISで報告のあった全医療機関のうち急性期病棟を有する医療機関（4,201医療機関）

※ 急性期病棟の有無は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
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※ 急性期病棟の有無は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。

病棟数別、病床数別の新型コロナ患者受入可能医療機関及び受入実績等

○ 病棟数が多いほど新型コロナ患者の受入可能医療機関の割合は増加する。
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対象医療機関： G-MISで報告のあった全医療機関のうち急性期病棟を有する医療機関
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病床規模別、救急車受入台数別の新型コロナ患者受入可能医療機関及び受入実績等

○ 200床未満、200床以上400床未満、400床以上のいずれの病床規模においても、救急車の受入台数が多く救急
の活動度が高いほど、新型コロナ患者受入可能医療機関の割合が増加する傾向。

対象医療機関： G-MISで報告のあった全医療機関のうち急性期病棟を有する医療機関

※ 急性期病棟の有無・病棟数は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
※ 人工呼吸器使用患者受入実績あり医療機関：新型コロナ患者で人工呼吸器またはECMOを使用した患者の受入医療機関。
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構想区域の人口規模別、救急車受入台数別の新型コロナ受入可能医療機関及び受入実績等

○ 人口100万人以上及び人口10万人未満のいずれの構想区域においても、救急車の受入台数が多く救急の活
動度が高いほど、新型コロナ患者受入可能医療機関の割合が増加する傾向。
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対象医療機関： G-MISで報告のあった全医療機関のうち急性期病棟を有する医療機関

※ 急性期病棟の有無は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
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今後の感染拡大を見据えた医療体制整備の再構築について（概要）

○ 医療提供体制を再構築するに当たっては、「新型コロナウイルス感染症との共存」も見据えた中長期的な目線で体制を整備。
○ 新型コロナウイルス感染症患者に対する医療と、他の疾患等の患者に対する必要な医療を両立して確保することを目指す。

○ 医療提供体制の整備は、国内実績を踏まえた新たな患者推計をもとに、感染ピーク時のみならず、感染拡大の経過や収束時期も見据え、時間軸を
踏まえたフェーズに応じた病床確保等の実施。

〇 感染拡大防止のための社会への協力要請（自粛要請等）を行う時期の違いによって、その後の患者数や必要となる医療資源だけではなく、収束
するまでの時間にも影響を及ぼすことを踏まえた対応を行う。

第二次補正予算と連動 ●新型コロナ緊急包括支援交付金の増額及び対象拡大、診療報酬の特例的な対応、PCR等の検査体制のさらなる強化 等

⇒ 本年６月末に、事務連絡を発出し都道府県に対し、病床確保計画策定を依頼。全都道府県において策定完了。

医療体制整備の再構築に当たっての基本的な考え方
○ 新たな医療提供体制整備は、これまで同様、都道府県が主体となって推進し、達成することを基本とする。
〇 都道府県は、保健所・保健所設置市との連携を平時から構築する。

新型コロナウイルス感染症
以外の一般医療

即応病床数
●●●床

入院患者数

新規感染者数
新規感染者数

■人／人口10万

「推計最大入院患者数」
●●●人

Day Ｙ

感染拡大防止のための社会
への協力要請
（自粛要請等）

Day Ｘ

＜フェーズが４段階の場合＞

フェーズ１

フェーズ２

フェーズ３

フェーズ４
協力要請の遅れの

可能性等も見込み、
十分な病床を確保

即応病床数
●●●床

即応病床数
●●●床

即応病床数
●●●床

○ 都道府県は、国内の感染実績を踏まえた新たな患者推計
モデルに基づき、都道府県ごとの実状を加味した患者推計の
結果及び必要な病床数を算出。国は、推計に必要な推計
ツールや基本的考え方を提示。

〇 今回の推計では、時間軸を考慮し、ある時点を基点に、その
後の経過日数時点(フェーズ)における入院患者数等を予測
可能。

○ 各フェーズで必要な病床数を確保することにより、それ以外の
病床において他の疾患等の患者に対する一般医療の提供を
確保。

新たな患者推計を踏まえた医療体制整備のイメージ

更
な
る
後
押
し
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病床・宿泊療養施設の確保計画のイメージ新たな患者推計における入院と宿泊療養による対応

入院率・重症化率の考え方
〇 新たな患者推計では、高齢者が重症化しやすい等の実態を踏まえて入院率・重症化率を設定。

- 高齢者群は重症化のハイリスク群であることから、全員について入院管理と想定

- 他の年齢群では、諸外国におけるデータも踏まえ、入院治療を必要とする患者が当該年齢群の診断者の30％であると想定

- 重症者の割合は、過去の患者発生動態を踏まえ、全年齢で7.7％（未成年群0.3%、生産年齢人口群4.4%、高齢者群14.9％）と想定。

病床・宿泊療養施設の確保の考え方
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感染症病床

感染症受入病床
への転用

（ゾーニング等）

臨時の医療施設

感染拡大時の対応
（感染症に係る短期的な医療需要への対応）

一般病床
療養病床

今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大時の受入体制（イメージ）

感染症病床

臨時増床

一般病床
療養病床

感染症発生初期の対応

マンパワー
活用

平時

稼働病床の一時休床
（マンパワー確保）

感染症病床

マンパワー
活用

稼働病床の一時休床

・マンパワー確保

・感染防止対策
（ゾーニング等）

宿泊療養施設
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新型コロナウイルス感染症対応を踏まえた医療法上の開設・増床の臨時的な緩和措置の変遷新型コロナウイルス感染症対応を踏まえた医療法上の開設・増床の臨時的な緩和措置の変遷

通知等 適用範囲 措置の概要 備考

令和２年２月10日付け
医政局総務課・地域医療
計画課連名事務連絡

全医療機関
新型コロナウイルス感染症の患者及び疑似症患者を感染症病床以外の病室に入院させることに対する
医療法の取扱いとして、医療法施行規則（昭和23年厚生省令第50号）第10条ただし書きの臨時応急の
場合に該当することを明示。

暫定的な取
扱いとして
適用

令和２年２月17日付け
医政局総務課、地域医
療計画課、健康局結核
感染症課連名事務連絡

全医療機関

新型コロナウイルス感染症の患者及び疑似症患者を、緊急時の対応として、感染症病床の病室に定員
を超過して入院させる場合や、処置室等病室以外の場所に入院させる場合は、医療法施行規則第10条
ただし書きの臨時応急の場合に該当することを明示。

緊急時の一
次的なもの
として適用

令和２年４月10日付け医
政局長通知

①国開設※
の病院

②国開設以
外の病院

③診療所

①新型コロナウイルス感染症患者等に関する診断及び治療に係る病床の確保のため、病院の開設又は
病院の病床数の増加若しくは病床の種別の変更をしようとするときの医療法第７条の２第７項に基づ
く厚生労働大臣への協議について、地域医療構想調整会議での協議及び都道府県医療審議会の意
見聴取は要しないこととした。

②新型コロナウイルス感染症患者等に関する診断及び治療に係る病床の確保のための病院の開設の
許可又は病院の病床数の増加若しくは病床の種別の変更の許可の際に都道府県知事が行う、医療
法施行令（昭和23年政令第326号）第５条の３第２項に基づく厚生労働大臣への協議について、地域
医療構想調整会議での協議及び都道府県医療審議会の意見聴取は要しないこととした。

③新型コロナウイルス感染症患者等に関する診断及び治療に係る病床の確保のための診療所における
病床の設置については、医療法施行規則第１条の14第７項第２号で定める場合に該当し、都道府県
知事が必要と認める診療所については、医療法第７条第３項の許可を不要とし、地域医療構想調整
会議及び都道府県医療審議会の意見聴取は、事後の適切な時期に行って差し支えないこととした。

感染が収束
するまで適

用

令和２年４月17日付け医
政局総務課、地域医療
計画課、健康局結核感
染症課連名通知

①新規開設
の医療機関

②新規開設
の診療所

①地域における 新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、同地域の医療提供体制の確保に資するよう、
同感染症が収束するまでの間の対応として新たに医療機関を開設しようとする場合には、開設予定
者が、適正かつ安全な医療を提供するための医療法に規定する義務（施設・人員・構造設備基準、医
療安全等）を行うことが可能であると認められることを確認した上で、同法第７条第１項又は第８条の
規定に基づく医療機関の開設に係る許可の申請又は届出は適切な時期に事後的に行うこととして差
し支えないこととした。

②医療法施行規則第１条の14第７項第２号又は第５号（新型インフルエンザ等対策特別措置法第38 条
第１項の特定都道府県の区域内において開設される診療所に限る。）に該当し、病床設置を伴う場合
は、法第７条第３項に規定する許可は要せず、法第７条の２第７項及び令第５条の３第２項の規定に
基づく厚生労働大臣への協議についても要しないこととした。

感染症が収
束するまで

適用

※ 国のほか、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、独立行政法人海技教育機構、独立行政法人労働者健康安全機構、独立行政法人国立病院機構、国立研究開
発法人国立がん研究センター、国立研究開発法人国立循環器病研究センター、国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター、国立研究開発法人国立国際医療研
究センター、国立研究開発法人国立成育医療研究センター、国立研究開発法人国立長寿医療研究センター及び国立大学法人を含む。
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第21回医療計画の見直し等に関する検討会（令和２年10月１日）資料



参考
（新型コロナウイルス感染症対応の状況）

57



全国の一日あたりの平均入院患者数及び許可病床数（療養病床）

○ 療養病床における全国の一日当たりの平均入院患者数は、昨年同時期に比べて減少。５月・６月は前年比92％。
○ 療養病床の許可病床は前年度と比較して５％程度減少。
○ 令和２年４月以降の療養病床の減少は、主に介護医療院への移行が進んでいる影響が考えられる。

※

引用：病院報告（月報）令和２年１月～６月と、令和元年１月～６月
※「介護医療院の開設状況について（令和2年8月17日）」によると、令和２年３月末から令和２年６月末の間に、介護療養病床（病院）から介護医療院に移行した病床が
8,110床ある。 58

第27回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和２年10月21日） 資料



新入院患者数、退院患者数、平均在院日数の昨年と今年の比較（療養病床）

○ 療養病床について、全国の新入院患者数・退院患者数ともに、前年同時期に比べて減少傾向。
一方、全国の平均在院日数は、前年同時期に比べて長期化傾向。

※引用：病院報告（月報）
※平均在院日数・・・（月間在院患者延数）／1/2｛ （月間新入院患者数）＋

（同一医療機関内の他の病床から移された患者数）＋ （月間退院患者
数）＋（同一医療機関内の他の病床へ移された患者数）｝

※新入院患者数・・・一ヶ月の間に新規に入院した患者数
※退院患者数・・・一ヶ月の間に退院した患者数

59

第27回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和２年10月21日） 資料



医療機関の病床規模別の新型コロナ患者受入実績の有無について

○ 医療機関の病床規模が大きいほど、新型コロナ患者の受入実績あり医療機関の割合も大きくなる傾向。

60

対象医療機関：G-MISで報告のあった全医療機関のう
ち急性期病棟を有する医療機関（4,201医療機関）

※ 急性期病棟の有無は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
※ 病床数：平成30年度病床機能報告における一般病床及び療養病床の許可病床数

60

第27回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和２年10月21日） 資料



構想区域の人口規模別、公立・公的等・民間別の新型コロナ患者受入可能医療機関について

○ 人口規模が20万人未満の区域では公立の受入可能医療機関が多い傾向。人口規模が20万人以上100万人未満の区域では
公的等の受入可能医療機関が多くなり、人口規模が100万人以上の区域では民間の受入可能医療機関が最も多い。

61

対象医療機関：G-MISで報告のあった全医療機関のうち急性期病棟を有
する医療機関（4,201医療機関）

■受入可能公立
■受入可能公的等
■受入可能民間
□上記以外

※ 急性期病棟の有無は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
※ 公立・・・新公立病院改革プラン策定対象病院 公的等・・・公的医療機関等2025プラン策定対象医療機関 民間・・・公立・公的等以外

第27回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和２年10月21日） 資料



公立・公的等・民間別の新型コロナ患者受入実績の有無について

62

※ 急性期病棟の有無は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
※ 公立・・・新公立病院改革プラン策定対象病院 公的等・・・公的医療機関等2025プラン策定対象医療機関 民間・・・公立・公的等以外

■受入実績あり公立
■受入実績あり公的等
■受入実績あり民間
ー受入実績ありの割合
□受入実績なし

○ 受入実績がある医療機関数は公的等が多く、公立と民間は同程度である。
受入実績がある医療機関の割合は、公的等が69％と大きい割合になっている。

対象医療機関：G-MISで報告のあった全医療機関のうち急性期病棟を
有する医療機関（4,201医療機関）

第27回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和２年10月21日） 資料



構想区域の人口規模別、公立・公的等・民間別の新型コロナ患者受入実績の有無について

63

■受入実績あり公立
■受入実績あり公的等
■受入実績あり民間
□受入実績なし

○ 人口規模が20万人未満の区域では公立の受入実績あり医療機関が多い傾向。人口規模が20万人以上100万人未満の区
域では公的等の受入実績あり医療機関が多くなり、人口規模が100万人以上の区域では民間の受入実績あり医療機関が
最も多い。 対象医療機関：G-MISで報告のあった全医療機関のうち急性期病棟を有

する医療機関（4,201医療機関）

※ 急性期病棟の有無は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
※ 公立・・・新公立病院改革プラン策定対象病院 公的等・・・公的医療機関等2025プラン策定対象医療機関 民間・・・公立・公的等以外

第27回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和２年10月21日） 資料



構想区域の人口規模別、公立・公的等・民間別の新型コロナ患者受入実績の有無について

○ 人口20万人未満の区域では、公立の占める割合が大きい。
○ 100万人以上の構想区域では民間の占める割合が大きく、20万人以上100万人未満の構想区域では公的等の占める割

合が大きい。

＜n=404＞

＜n=364＞

＜n=289＞

＜n=129＞

＜n=80＞

対象医療機関：G-MISで報告のあった全医療機関のうち急性期病棟を有
する医療機関（4,201医療機関）

＜n=1,161＞

＜n=1,188＞

＜n=1,112＞

＜n=478＞

＜n=262＞

※ 急性期病棟の有無は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
※ 公立・・・新公立病院改革プラン策定対象病院 公的等・・・公的医療機関等2025プラン策定対象医療機関 民間・・・公立・公的等以外
※ 小数点以下を四捨五入しているため合計しても100％にならない場合がある。

64

参考

第27回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和２年10月21日） 資料



100床あたり常勤換算医師数別の新型コロナ患者受入実績の有無について

○ 100床あたり常勤換算医師数が多い医療機関ほど、新型コロナ患者の受入実績あり医療機関の割合は大き
くなる傾向。

65

※ 急性期病棟は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
※ 常勤換算医師数、病床数(一般病床及び療養病床の許可病床)は平成30年病床機能報告で報告された数字。

対象医療機関： G-MISで報告のあった全医療機関のうち急性
期病棟を有する医療機関から、100床未満の医療機関を除外
した医療機関（2,811医療機関）

第27回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和２年10月21日） 資料



100床あたり常勤換算看護師等職員別の新型コロナ患者受入実績の有無について

○ 100床あたり常勤換算看護師等職員が多い医療機関ほど、新型コロナ患者の受入実績ありの医療機関の割
合は大きくなる傾向。

66

※ 急性期病棟の有無は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
※ 看護師等職員は、看護師、准看護師、看護補助者。
※ 常勤換算看護師等職員数、病床数(許可病床数)は平成30年病床機能報告で報告された数字。

対象医療機関：G-MISで報告のあった全医療機関のうち急性
期病棟を有する医療機関から、100床未満の医療機関を除外
した医療機関（2,819医療機関）

第27回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和２年10月21日） 資料



100床あたり常勤換算医療従事者数別の新型コロナ患者受入可能医療機関について

67

※ 急性期病棟の有無は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
※ 医療従事者は、医師、歯科医師、看護師、准看護師、助産師、薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士（新型インフル特措法における医療従事

者の定義における職種のうち病床機能報告で数値を補足することができない保健師、歯科衛生士、救急救命士を除いたもの）とした。
※ 常勤換算医療従事者数、病床数(許可病床数)は平成30年病床機能報告で報告された数字。

○ 100床あたりの常勤換算医療従事者数が多い医療機関ほど、新型コロナ患者の受入可能医療機関の割合は大きく
なる傾向。 対象医療機関：G-MISで報告のあった全医療機関のうち急性

期病棟を有する医療機関から、100床未満の医療機関を除外
した医療機関（2,819医療機関）

第27回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和２年10月21日） 資料



100床あたり常勤換算医療従事者数別の新型コロナ患者受入実績の有無について

68

○ 100床あたりの常勤換算医療従事者数が多い医療機関ほど、新型コロナ患者の受入実績ありの医療機関の割合は
大きくなる傾向。

※ 急性期病棟の有無は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
※ 医療従事者は、医師、歯科医師、看護師、准看護師、助産師、薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士（新型インフル特措法における医療従

事者の定義における職種のうち病床機能報告で数値を捕捉することができない保健師、歯科衛生士、救急救命士を除いたもの）とした。
※ 常勤換算医療従事者数、病床数(許可病床数)は平成30年病床機能報告で報告された数字。

対象医療機関：G-MISで報告のあった全医療機関のうち急性
期病棟を有する医療機関から、100床未満の医療機関を除外
した医療機関（2,819医療機関）

第27回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和２年10月21日） 資料



医療機関の拠点機能別の新型コロナ患者受入可能医療機関及び受入実績等

○ 各拠点機能を有する新型コロナ受入可能医療機関の割合が高かった。

対象医療機関： G-MISで報告のあった全医療機関（7,307医療機関）

※ 人工呼吸器等使用患者受入実績あり医療機関：新型コロナ患者で人工呼吸器またはECMOを使用した患者の受入医療機関。
※ 各機能を有する医療機関は重複して計上している。
※ 「上記以外」は、いずれの拠点機能も有さない医療機関。
※ 小数点以下を四捨五入しているため合計しても100％にならない場合がある。
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上記以外

へき地医療拠点病院

基幹型臨床研修病院

地域医療支援病院

災害拠点病院

特定機能病院

感染症指定医療機関

周産期母子医療センター

全医療機関

拠点機能別の新型コロナ受入可能医療機関及び受入実績等の割合

人工呼吸器使用患者受入実績あり医療機関 受入実績ありのうち左記以外 受入可能のうち受入実績なし 左記以外

n=5,879

n=540

n=86

n=642

第28回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和２年11月５日） 資料６



※ 急性期病棟を有する医療機関は平成30年度病床機能報告において高度急性期・急性期の機能を有すると報告した医療機関。
※ 人工呼吸器等使用患者受入実績あり医療機関：新型コロナ患者で人工呼吸器またはECMOを使用した患者の受入医療機関。
※ ICU等は、平成30年度病床機能報告で特定集中治療室管理料の実績・救命救急入院料１、救命救急入院料２、救命救急入院料３、救命救急入院料４、特定集中治療室管理料１、特定集中治療室管理料２、特定集中治療室管理料３、特定集

中治療室管理料４、総合周産期特定集中治療室管理料（母体・胎児）、総合周産期特定集中治療室管理料（新生児）、新生児特定集中治療室管理料１、新生児特定集中治療室管理料２、小児特定集中治療室管理料、ハイケアユニット入
院医療管理料１、ハイケアユニット入院医療管理料２、脳卒中ケアユニット入院医療管理料、新生児治療回復室入院医療管理料を算定した実績がある医療機関

病床規模別の新型コロナ患者受入実績あり医療機関のうち人工呼吸器使用患者受入実績あり医療機関の割合

○ 病床規模が大きいほど人工呼吸器使用患者受入実績あり医療機関の割合が大きい。
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対象医療機関：G-MISで報告のあった全医療機関のうち急性期病棟を有する医療機関（4,201医療機関）
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受入実績ありのうち人工呼吸器使用患者受入実績あり医療機関の割合
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病床規模別の新型コロナ患者受入実績あり医療機関のうち

ICU等を有する医療機関

受入実績ありのうち下記以外

受入実績ありのうちICU等を有する医療機関

受入実績ありのうちICU等を有する医療機関の割合

第28回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和２年11月５日） 資料６



１ 地域の実情に即した感染症の発生の予防及びまん延の防止のための
施策に関する事項

【規定が望ましい事項（基本指針より抜粋）】
・感染症発生動向調査のための体制の構築に関する事項
・都道府県等における保健所及び地方衛生研究所の役割分担及び両者の連携に関する

事項
・対人措置及び対物措置を実施する際の留意点や関係各機関の連携に関する事項
・積極的疫学調査のための体制の構築に関する事項
・新感染症の発生時の対応に関する事項 等

２ 地域における感染症に係る医療を提供する体制の確保に関する事項

【規定が望ましい事項（基本指針より抜粋）】
・第一種、第二種感染症指定医療機関の整備目標に関する事項
・感染症の患者の移送体制に関する事項
・医薬品の備蓄又は確保に関する事項
・平時及び患者発生後の対応時における一般の医療機関における感染症の患者に対す

る医療の提供に関する事項 等

３ 緊急時における感染症の発生の予防及びまん延の防止並びに医療の提
供のための施策（国との連携及び地方公共団体相互間の連絡体制の確
保を含む。）に関する事項
【規定が望ましい事項（基本指針より抜粋）】
・感染症のまん延を防止するため必要な情報の収集、分析及び公表に関する事項
・緊急時における初動措置の実施体制の確立に関する事項 等

71

感染症法に基づく予防計画について

○ 都道府県は、感染症法第10条に基づき、国が定める感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針（基本指針）に則して、感染症
の予防のための施策の実施に関する計画（予防計画）を定めることとされている。

○ 基本指針は、次に掲げる事項について定めることとされている。
（感染症法第９条第２項）

基
本
指
針
で
定
め
る
事
項
（※

）

１ 感染症の予防の推進の基本的な方向

２ 感染症の発生の予防のための施策に関する事項

３ 感染症のまん延の防止のための施策に関する事項

４ 感染症にかかる医療を提供する体制の確保に関する事項

５ 感染症及び病原体等に関する調査及び研究に関する事項

６ 感染症にかかる医療のための医薬品の研究開発の推進に関する事項

７ 病原体等の検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項

８ 感染症の予防に関する人材の養成に関する事項

９ 感染症に関する啓発及び知識の普及並びに感染症の患者等の人権の

尊重に関する事項

10 特定病原体等を適正に取り扱う体制の確保に関する事項

11 緊急時における感染症の発生の予防及びまん延の防止並びに医療の

提供のための施策(国と地方公共団体及び地方公共団体相互間の連絡

体制の確保を含む。)に関する事項

12 その他感染症の予防の推進に関する重要事項

【感染症法第９条第１項】

厚生労働大臣は基本指針を定めなければならない。

基本指針【告示】

【感染症法第10条第１項】

都道府県は、基本指針に則して、予防計画を定めなければならない。

予防計画

○ 予防計画は、次に掲げる事項について定めることとされている。
（感染症法第10条第２項）

予
防
計
画
で
定
め
る
事
項

○ 基本指針は、施行後の状況変化等に的確に対応する必要があること等か
ら、少なくとも５年ごとに再検討を加え、必要があると認めるときは変更
する。

※ 基本指針で定める事項のうち１～１１の事項については、指針の中で、予防計画を策定する
際の留意点が示されている。

○ 予防計画は、基本指針が変更された場合には再検討を加え、必要がある
と認めるときは変更する。（都道府県が予防計画の実施状況に関する調査、
分析及び評価を行い、必要があると認めるときも同様。）

第21回
医療計画の見直し等に関する検討会

（令和２年10月１日）
資料



分類 規定されている感染症 分類の考え方

一類感染症
エボラ出血熱、ペスト、ラッサ熱
等

感染力及び罹患した場合の重篤性からみた危険性が極めて高い感染症

二類感染症
結核、SARS、MERS、

鳥インフルエンザ（H5N1、
H7N9） 等

感染力及び罹患した場合の重篤性からみた危険性が高い感染症

三類感染症 コレラ、細菌性赤痢、腸チフス 等 特定の職業への就業によって感染症の集団発生を起こし得る感染症

四類感染症 狂犬病、マラリア、デング熱 等 動物、飲食物等の物件を介してヒトに感染する感染症

五類感染症
インフルエンザ、性器クラミジア感
染症 等

国が感染症発生動向調査を行い、その結果等に基づいて必要な情報を国
民一般や医療関係者に提供・公開していくことによって、発生・まん延
を防止すべき感染症

新型インフルエ
ンザ等感染症

新型インフルエンザ、

再興型インフルエンザ

・インフルエンザのうち新たに人から人に伝染する能力を有することと
なったもの

・かつて世界的規模で流行したインフルエンザであってその後流行する
ことなく長期間が経過しているもの

指定感染症
政令で新型コロナウイルス感染症を
指定

現在感染症法に位置付けられていない感染症について、１～３類、新型
インフルエンザ等感染症と同等の危険性があり、措置を講ずる必要があ
るもの

新感染症
人から人に伝染する未知の感染症であって、り患した場合の症状が重篤
であり、かつ、まん延により国民の生命及び健康に重大な影響を与える
おそれがあるもの

感染症法の対象となる感染症の分類と考え方
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第21回
医療計画の見直し等に関する検討会

（令和２年10月１日）
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PCR検査
実施人数(※3) 陽性者数

入院治療等を要する者 退院又は療養解除と
なった者の数 死亡者数 確認中(※4)

うち重症者
国内事例(※1,※5)
（チャーター便帰国

者を除く）

2,153,990 90,354 5,176 148 83,509 1,649 64 
(+20,737) (+703) (+122) (+2) (+610) (+4) (-17)

空港検疫
243,589 1,062 

134 0 927
(+4) 1 0(+1,744) (+4)

チャーター便
帰国者事例 829 15 0 0 15 0 0

合計
2,398,408 91,431 5,310 148 84,451 1,650 64 
(+22,481) (+707) (+122) (+2) (+614) (+4) (-17)

新型コロナウイルス感染症の発生状況

【上陸前事例】括弧内は前日比

PCR検査陽性者
※【 】は無症状病原体保有者数 退院等している者 人工呼吸器又は集中治療室

に入院している者 ※４
死亡者

クルーズ船事例
（水際対策で確認）

（3,711人）※１

712※２
【331】 659※３ ０※６ 13※５

※１ 那覇港出港時点の人数。うち日本国籍の者1,341人
※２ 船会社の医療スタッフとして途中乗船し、PCR陽性となった1名は含めず、チャーター便で帰国した40名を含む。国内事例同様入院後に有症状となった者は無症状病原

体保有者数から除いている。
※３ 退院等している者659名のうち有症状364名、無症状295名。チャーター便で帰国した者を除く。
※４ 37名が重症から軽～中等症へ改善(うち37名は退院) 
※５ この他にチャーター便で帰国後、3月1日に死亡したとオーストラリア政府が発表した１名がいる。
※６ 新型コロナウイルス関連疾患が軽快後、他疾患により重症の者が１名いる。

※令和２年10月15日24時時点【国内事例】 括弧内は前日比【国内事例】 括弧内は前日比

※1

※2
※3

※4

※5
※6
※7

チャーター便を除く国内事例については、令和2年5月8日公表分から（退院者及び死亡者については令和2年4月21日公表分から）、データソースを従来の厚生労働省が把握した個票を積み上げた
ものから、各自治体がウェブサイトで公表している数等を積み上げたものに変更した。
新規陽性者数は、各自治体がプレスリリースしている個別の事例数（再陽性例を含む）を積み上げて算出したものであり、前日の総数からの増減とは異なる場合がある。
一部自治体については件数を計上しているため、実際の人数より過大となっている。件数ベースでウェブ掲載している自治体については、前日比の算出にあたって件数ベースの差分としている。
前日の検査実施人数が確認できない場合については最終公表時点の数値との差分を計上している。
PCR検査陽性者数から入院治療等を要する者の数、退院又は療養解除となった者の数、死亡者の数を減じて厚生労働省において算出したもの。なお、療養解除後に再入院した者を陽性者数として
改めて計上していない県があるため、合計は一致しない。
国内事例には、空港検疫にて陽性が確認された事例を国内事例としても公表している自治体の当該事例数は含まれていない。
一部の都道府県における重症者数については、都府県独自の基準に則って発表された数値を用いて計算しており、集中治療室（ICU）等での管理が必要な患者は含まれていない。
空港検疫については、7月29日から順次、抗原定量検査を実施しているため、同検査の件数を含む。

※2

※2 ※6

※6

※7
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※１ 都道府県から数日分まとめて国に報告された場合には、本来の報告日別に過去に遡って計上している。なお、重複事例の有無等の数値の精査を行っている。
※２ 5月10日まで報告がなかった東京都の症例については、確定日に報告があったものとして追加した。

新型コロナウイルス感染症の国内発生動向
令和2年10月15日24時時点
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新型コロナウイルス感染症患者の療養状況、病床数等について（都道府県別）
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相談した医療機関から
「診療・検査医療機関」
の案内を受けて、受診

<住民に対して周知すること>
発熱等の症状が生じた場合には、まずはかかりつけ医等の地域で身近な医療機関に、電話相談すること。
相談する医療機関に迷う場合には、「受診・相談センター」に相談すること。

＜都道府県等や地域の医療関係者で整備すること＞
発熱患者等から相談を受けた際に、適切な医療機関を速やかに案内できるよう、「診療・検査医療機関」とその対応時間等を、地域の
医療機関や「受診・相談センター」間で随時、情報共有しておくこと。
その上で、地域の医師会等とも協議・合意の上、「診療・検査医療機関」を公表する場合は、自治体のホームページ等でその医療機
関と対応可能時間等を公表する等、患者が円滑に医療機関に受診できるよう更なる方策を講じること。

発熱等の症状のある方の相談・受診の流れ

かかりつけ医等の地域で身近な医療機関
（自治体のHPで公表している「診療・検査医療機関（仮称）」

や、受診・相談センターの機能を有する医療機関を含む）

診療・検査
（その地域で身近な医療機関が

「診療・検査医療機関（仮称）」である場合）

相談した医療機関で診療・検査
可能であるか

受診・相談センター（仮称）
（旧帰国者・接触者相談センターや、

相談体制を整備している地域の医師会等）

案内された上で受診

相談する医療機関に迷う場合には、
「受診・相談センター」に電話相談する。発熱患者等

NO
YES

相
談

診
療
・
検
査 ※「診療・検査医療機関」は、検査（検体採取）を地域外来・検査センターに依頼することも可能

電話相談

「診療・検査医療機関（仮称）」
※地域の医療機関間で「診療・検査医療機関」の情報を

共有しておく。
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※ 令和２年度新型コロナウイルス感染症対策予備費において、別途、1,680億円を措置

国

運送事業者購入

納入

都道府県

メーカー

医療機関等の
ニーズ把握

配布

送付先・送付量を指
示

感染症指定医療機関や検査実
施機関であって、備蓄不足などで
緊急性の高い医療機関等を対象

配布

医療機関等への医療用マスク等の優先配布事業

新型コロナウイルス感染症の世界的感染拡大を受けて個人防護具等の世界的な需要が増大する中で、医療提供体
制を確保するとともに医療従事者等の感染を防ぐため、国において医療用マスク、ガウン、フェイスシールド及び手袋と
いった個人防護具（ＰＰＥ）や検体採取キット等の物資を確保し、必要な医療機関等への優先配布を行う。

施策の目的

・ 引き続き国において医療用マスク、ガウン、フェイスシールド及び手袋といった個人防護具（ＰＰＥ）や検体採取キット等の物資を確保し、必
要な医療機関等への優先配布を行う。

・ 配布にあたっては、地域の医療ニーズを把握する都道府県へのプッシュ型支援のほか、GMIS（WEB）調査を活用した、特に緊急性の高い
医療機関等には国から直接配布を行う。

・ 都道府県から医療機関等に配布する際には管下市町村からの状況聴取や都道府県医師会等の職能団体との必要な協議を行う。
※ 今後、感染の状況や物資の充足状況等により、医療機関等への配布の必要性が低くなった物資については、必要に応じて備蓄を行う。

配布実績の報告

【事業スキーム】
医療機関のニーズ把握（GMIS（web調査）を活用）

緊急配布
（GMIS（web調査）を活用）

施策の概要

令和２年度第二次補正予算 4,379億円

医療機関等

都道府県の要
望に応じて直
送を行う
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新型コロナウイルス感染症医療機関等情報支援システム（G-MIS*）について

＜政府CIOポータルにおける活用例＞

【病院の報告状況】 （令和２年９月23日現在）

URL: https://cio.go.jp/hosp_monitoring_c19

【新システム導入のメリット】

【報告】保健所へ電話等で報告
【支援】支援を得るのに時間を要した

⇒ 医療機関が直接入力することで、即時に集計され、
自治体、国で共有可能に（保健所業務の省力化）

⇒ 迅速な入院調整、医療機器や医療資材の配布調整
等が可能に

【医療機関情報】電話で確認する以外
情報を得る方法はなかった

国民

医療従事者

保健所・
都道府県・国

⇒ パソコン等での報告により保健所への照会対応不要に
⇒医療資材等の支援を迅速に受けることが可能に

⇒ 政府CIOポータルから病院の稼働状況の閲覧が可能に

【保健所業務】保健所が、医療機関に
電話等で照会し、都道府県を通じて
国に報告
【情報共有】情報共有に時間を要した

政府CIOポータルにおいて、各病院の稼働状況を可視化
マスク等の物資の供給に活用
空床確保状況を、患者搬送調整に活用 等

○ 厚生労働省と内閣官房IT室が連携し、情報通信基盤センター（仮称）を構築
全国の医療機関（約8,000病院）から、病院の稼働状況、病床や医療スタッフの状況、

医療機器（人工呼吸器等）や医療資材（マスクや防護服等）の確保状況等を一元的に把握・支援

必要な医療提供体制を確保

7,769病院 4,653病院

うち感染症指定医療機関 540病院 うち感染症指定医療機関 456病院

登録医療機関数 報告医療機関数

【政府CIOポータル】

＊Gathering Medical Information System on COVID-19
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「今後を見据えた新型コロナウイルス感染症の医療提供体制整備について」（事務連絡）の項目ごとの主なポイント①

１．フェーズに応じた病床の確保
○ 新たな流行シナリオを基に、地域の実情に応じたフェーズを設定し、フェーズごとに必要な病床を確保する計画（病床確保計画）を策定する。

○ 「推計最大入院患者数」として見込んだ数を上回る病床数を設定する。（重症患者向けの病床も同様）

○ 即時受入が可能な「即応病床」と一定の準備期間で使用可能となる「準備病床」を設定し、一般医療にも配慮した効率的な病床確保を行う。

２．医療機関間の役割分担
○ 専門性の高い医療従事者の集約と院内感染対策を効率的に実施するため、「重点医療機関」を中心とした受入体制確保を推進する。

○ 新型コロナウイルス感染症疑い患者専用の個室を設定する協力医療機関を、人口規模等を考慮し、複数箇所設定する。

○ 重点医療機関、協力医療機関、それ以外の医療機関等の間で、転院先等も含めて事前に医療機関間の役割分担・協力関係の方針を調整する。

３．宿泊療養施設の確保
○ 病床の確保と同様、新たな流行シナリオを基に、フェーズごとに必要な宿泊療養施設を設定する。

○ 宿泊療養施設は、その立ち上げに一定の時間を要すること等から、フェーズの段階にかかわらず、あらかじめ一定数確保する。

○ 必要に応じ、 「臨時の医療施設」に転換する宿泊療養施設の設定を検討する。

１．救急患者の受入体制整備
○ 新型コロナウイルス感染症疑い患者専用の個室を設定する協力医療機関を、人口規模等を考慮し、複数箇所設定する。

○ 新型コロナウイルス感染症以外の救急患者の受入れ体制について、地域の救急医療の関係者や消防機関の関係者等を含めて、改めて明確化
し、その結果を関係者間で広く共有する。

２．搬送体制の整備
○ 新型コロナウイルス感染症の患者（疑い患者を含む。）について、搬送主体や搬送先の調整ルールをあらかじめ設定する。

○ 必要に応じてG-MISにより得られる医療機関の空床情報や重症患者の受入れ状況等を活用する。

○ 都道府県調整本部について、以下の体制を構築する。
・ ２４時間体制で設置 ・都道府県職員を配置 ・患者搬送コーディネーターと速やかに連絡が取れる体制を整備 ・ＤＭＡＴの参画を検討

Ⅰ 入院医療体制

Ⅱ 救急・搬送体制
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１．帰国者・接触者相談センター
○ 地域の医師会や看護協会、医療機関、民間業者等への外部委託を更に推進する。

○ 地域の診療所等で事前に相談や診察を行っている患者については、地域の診療所等から直接、帰国者・接触者外来や地域外来・検査センター
を受診する流れを促進する。

２．帰国者・接触者外来、地域外来・検査センター、検査協力医療機関等
○ 地域の医師会や看護協会等と連携し、地域外来・検査センターの設置を更に推進する。また、唾液検体によるPCR検査が可能となったことから、

自院で唾液検体の採取ができる帰国者・接触者外来、地域外来・検査センター、検査協力医療機関を更に拡充する。その際、地域の医師会等を
介した集合契約も活用して、委託契約を進める。

○ 疑い患者の診察や鼻咽頭検拭い液の検体採取については、個人防護具の交換を一部省略でき、消毒・換気が不要な「ドライブスルー方式」、
「テント設置によるウォークスルー方式」、「検査ボックス」等の活用を推進する。

○ 疑い患者が減少している間は、主に検査センターや一部の帰国者・接触者外来がその地域の検査を担い、帰国者・接触者外来が設置されてい
る感染症指定医療機関や地域の基幹病院等は、入院治療・一般医療に専念するよう、役割分担を行う。

○ 濃厚接触者等の無症状者への検体採取、クラスター発生時等の早急に検査を実施する必要がある場合の検体採取について、鼻咽頭拭い液の
検体採取を行うことができる地域外来・検査センター、帰国者・接触者外来等に依頼できるよう、保健所はそうした医療機関との連携強化を行う。

○ 在宅や施設の疑い患者に対し、往診・訪問診療により検体採取を行う帰国者・接触者外来、検査協力医療機関等を確保する。必要に応じて、地
域の訪問診療を行う診療所等と連携する。

○ 医療機関が新型コロナウイルス感染症を踏まえて院内感染マニュアルの見直し等をできるようにするため、関連する事務連絡やチェックリストを
改めて周知し、医療機関の院内感染対策を支援する。

○ 各医療機関が地域の流行状況を把握出来るよう情報提供する。

○ 感染拡大時に、医療機関が速やかに検査を実施できるよう、検査に必要な備品の確保も含めて、院内感染防止対策を支援する。

○ 医療機関が外部からの専門的な視点での助言が受けられる支援体制を整備する。

○ 院内感染対策を進めるために、医療従事者が新型コロナウイルス感染症の知見を得られる機会を増やすなど、人材の育成を支援する。

Ⅲ 外来診療体制

Ⅳ 院内感染対策
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「今後を見据えた新型コロナウイルス感染症の医療提供体制整備について」（事務連絡）の項目ごとの主なポイント②



○ 人工呼吸器の消耗品及び検査用の採取用具や試薬について、次の感染拡大に備える観点から、都道府県において必要な量の確保に努める。

○ 個人防護具等の医療用物資について、次の感染拡大に備える観点から、引き続き、G-MISを活用したWEB調査結果を積極的に活用し、医療機
関におけるニーズの把握に努め、適時適切に配布していく。

Ⅴ 医療用物資等の確保

○ 新型コロナウイルス感染症の患者数が増加した場合等に必要となる人員確保のために、あらかじめ地域で、研修事業を活用した人工呼吸器・
ECMO管理が可能な医療職の養成、感染症予防事業費等負担金を活用したPCR検査等が可能な医療職の養成を行う。

○ 厚生労働省に新たに開設するWebサイト「医療のお仕事 Key-Net」を通じた医療人材のマッチングについて医療機関等へ周知、積極的に活用
する。

○ クラスター発生時等、緊急時の人材派遣について、地域内で、人材派遣調整の段取りをあらかじめ協議する。

Ⅵ 医療従事者の養成・確保

Ⅶ 周産期・小児医療

○ 新型コロナウイルス感染症の妊産婦・小児患者（疑い患者も含む。）の受入れ医療機関を、各都道府県で設定する。

○ 引き続き、妊婦の新型コロナウイルス感染症の検査体制を整備する。

○ 里帰り分娩を断念する妊婦に対して、妊婦からの相談を受けたかかりつけ産科医が、妊婦の状態や希望を考慮した分娩医療機関を適切に

紹介できる体制を構築するため、管内の分娩医療機関における妊婦の受入れ状況の把握を行い、管内の周産期医療の関係者間で共有する。

○ 不安を抱える妊婦の方々に対し、各都道府県等の相談窓口等を通じ、安心して出産等ができるよう、寄り添った支援を行う。

○ #8000事業において、小児の新型コロナウイルス感染症に関する応答ができる体制を整備する。
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「今後を見据えた新型コロナウイルス感染症の医療提供体制整備について」（事務連絡）の項目ごとの主なポイント③



１．入院医療提供体制について
○ 受入れ医療機関の整備に向けた検討手法や、受入れ医療機関の体制を整備した自治体の事例を参考に、引き続き検討する。

○ 入院時には、障害特性等について、障害児者の主治医や利用している障害福祉サービス事業所等との情報共有を促す。

○ コミュニケーション支援など入院中における障害特性について配慮する。

・ 家族の付き添い等積極的な活用。

・ 特別なコミュニケーション支援が必要なときは、当該患者へのコミュニケーション支援に熟知している支援者の付き添いを検討。

２．入院医療以外の医療提供体制について
○ 好事例（ケア付き宿泊療養施設）も踏まえつつ、障害者にも対応した宿泊療養施設の確保を検討する。

○ 病状が悪化した場合に備え、受入れ医療機関の体制整備の検討及び地域で障害児者の受入れを行っている医療機関との連携を図る。

３．その他
○ 精神科医療機関において精神疾患を有する入院患者が感染した場合の対応について、精神疾患及び新型コロナウイルス感染症それぞれの重

症度等も考慮した上で、あらかじめ連携医療機関の確保・調整を行っておく。（精神疾患のうち認知症の患者が感染した場合も同様。）

Ⅷ 障害児者への医療

○ がん治療中の患者や透析患者が感染した場合には、原則入院する等の対応を継続する。

○ がんや透析の関連学会等と連携して、引き続き最新情報を周知する。

Ⅸ がん患者・透析患者への医療

○ 受診方法に関する情報提供、相談体制、外来医療、検査体制及び入院医療等、医療提供体制の各機能について、地域のニーズに応じた多言
語対応体制の確保を図る。

Ⅹ 外国人への医療
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「今後を見据えた新型コロナウイルス感染症の医療提供体制整備について」（事務連絡）の項目ごとの主なポイント④


